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第４回定例会議事日程（第２号） 

 

第１ 一般質問 

  楮山四夫君 

   １．市職員の勤務実態等について 

    （１）最近、長時間労働の問題が大きく報道されているが、本市職員の労働時の実態に

ついて伺う。 

    （２）職員への時間外手当の支給状況について伺う。 

    （３）臨時職員・パート職員等の賃金支払い状況等について伺う。 

    （４）電算システム等の外部委託状況及び端末機器の設置状況について伺う。 

    （５）公用車の所有台数と運行状況について伺う。 

   ２．農業振興について 

    （１）少子高齢化の進行により農業従事者が急速に減少し、農業は衰退の一途をたどっ

ている。今後の農業振興策をどのように考えるか。 

    （２）前床地区のほ場整備地内の農振除外の要請が多いが、その現況と今後の見通しに

ついて伺う。 

    （３）最近、有害鳥獣の捕獲数が増加しているが、捕獲獣の食品化、加工等の考えはな

いか。 

   ３．学校教育について 

    （１）小中一貫教育の研究の成果と課題をふまえ、今後の推進計画を伺う。 

    （２）学区の見直しは考えられないか。 

    （３）学校施設の整備状況と空調設備の設置について、現状と今後の計画について伺う。 

  福田道代君 

   １．原発問題について 

    （１）福島第一原発事故から６年近くが経過するが、収束とはほど遠く約８万６千人の

人々が避難生活を強いられている。今後の賠償や廃炉費用は20兆円超に上がり、そ

の７割は国民負担と言われるが、市長の見解を伺う。 

    （２）川内原発１号機は、現在点検中であるが、熊本地震以降、市民は不安を払拭され

ていない状況である。九州電力は本市に安全性を示す説明会を実施すべきではない

か。 

   ２．神村学園前駅の横断歩道橋建設について 

    神村学園前駅に横断歩道橋と連絡通路の建設計画があるが、これまでの経緯と今後の計

画について伺う。 

   ３．いちき串木野電力について 

    （１）電力使用料金の収益により、住民サービス改善に活用するとあるが、具体的な内

容について伺う。 

    （２）20アンペア以下の世帯は契約の対象外となっている。今後、契約対象の拡充はさ

れないのか。 

    （３）一般市民向けに説明会を開催して周知を図るべきではないか。 

   ４．就学援助制度について 

    就学援助費の支給時期が９月下旬となっており遅いのではないか。支給時期を改善する

考えはないか伺う。 

  東 育代君 

   １．防災･減災について 

    （１）自助・共助・協働を原則として、社会や地域の中で防災力を高めるための活動を

期待し、十分な意識と一定の知識・技能を修得、認定を受けた防災士が身近にいる

ことは、安心・安全な地域づくりに繋がると思われるが、防災士の養成を行う考え

はないか伺う。 
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    （２）自主防災組織の推進に向けた取り組みについて伺う。 

    （３）女性の視点も重要な防災会議等への女性の登用率について伺う。 

    （４）災害時に配慮が必要な人への支援体制が重要と思われるが、福祉避難所の指定に

向けた取り組みについて伺う。 

    （５）災害避難情報等の発信時における、防災用語の周知及び広報のあり方について伺

う。 

   ２．人口減少対策について 

    （１）子育て環境（全天候型のちびっこ広場）の整備について伺う。 

    （２）障がい児又は療育の支援を必要とする児童及びその保護者に対し、継続的支援を

専門的に行う子育て相談室の設置について伺う。 

    （３）婚活支援事業の「“恋”逢プロジェクト」について伺う。 

    （４）核家族化の進行で、子育てや介護の問題が増加しているが、既存の定住促進補助

制度等を３世代同居世帯まで拡充できないか伺う。 

  西別府 治君 

   １．酔之尾川の河川改修計画について 

    （１）郷之原ガタ下線より下流の老朽化した石積護岸や法面の状況について伺う。 

    （２）河川改修計画について伺う。 

   ２．ＴＰＰ協定と持続可能な沿岸漁業について 

    （１）ＴＰＰ協定に伴う沿岸漁業への影響について伺う。 

    （２）地方創生における沿岸漁業の収益性の高い体制について伺う。 

      ①「浜の活力再生プラン」支援について伺う。 

      ②産地水産業強化計画策定について伺う。 

      ③漁業収入安定化対策について伺う。 

    （３）水産多面的機能発揮対策事業を活用した藻場造成について伺う。 

      ①効率性の高い活動組織への推進体制について伺う。 

      ②串木野新港次期計画地での藻場造成について伺う。 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 本日の会議に付した事件 

  議事日程に同じ 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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本会議第２号（１２月８日）（木曜） 

 

 出席議員  １７名 

     ２番  福 田 道 代 君      １１番  東   育 代 君 

     ３番  田 中 和 矢 君      １２番  竹之内   勉 君 

     ４番  平 石 耕 二 君      １３番  寺 師 和 男 君 

     ５番  西中間 義 德 君      １４番  下迫田 良 信 君 

     ６番  中 村 敏 彦 君      １５番  原 口 政 敏 君 

     ７番  大六野 一 美 君      １６番  宇 都 耕 平 君 

     ８番  楮 山 四 夫 君      １７番  福 田 清 宏 君 

     ９番  西別府   治 君      １８番  中 里 純 人 君 

    １０番  濵 田   尚 君 

 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 欠席議員  １名 

     １番  松 崎 幹 夫 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 職務のため議場に出席した事務局職員の職氏名 

局       長  東   浩 二 君   主       査  石 元 謙 吾 君 

補       佐  岡 田 錦 也 君   主       任  軍 神 卓 也 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 

 説明のため出席した者の職氏名 

市       長  田 畑 誠 一 君   消 防 長  原 薗 照 明 君 

副   市   長  中 屋 謙 治 君   まちづくり防災課長  瀬 川   大 君 

教 育 長  有 村   孝 君   土 木 課 長  平 石 英 明 君 

総 務 課 長  中 尾 重 美 君   都 市 計 画 課 長  久 徳   工 君 

政 策 課 長  満 薗 健士郎 君   農 政 課 長  宮 口 吉 次 君 

財 政 課 長  田 中 和 幸 君   福 祉 課 長  後 潟 正 実 君 

市 来 支 所 長  下迫田 久 男 君   学 校 教 育 課 長  松 山 隆 志 君 

教 委 総 務 課 長  木 下 琢 治 君   水 産 商 工 課 長  平 川 秀 孝 君 

――――――――――――――――――――――――――――― 
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平成28年12月８日午前10時00分開議 

 

 

   △開  議 

○議長（中里純人君） これから本日の会議を開き

ます。 

────────────── 

   △日程第１ 一般質問 

○議長（中里純人君） 日程第１、一般質問を行い

ます。 

 これより通告順により、順次質問を許します。 

 まず、楮山四夫議員の発言を許します。 

   ［８番楮山四夫君登壇］ 

○８番（楮山四夫君） おはようございます。 

 朝夕めっきり涼しくというよりも寒くなってまい

りました。健康管理にはお互いに気をつけたいもの

です。 

 私は、さきに通告いたしました３件について、市

長並びに教育長に質問いたします。 

 先般より大手広告会社電通において、時間外労働

などで女子社員の過労死が大きく報道されて、労働

基準監督署と監督庁の立ち入り調査等が行われたと

ころでございますが、就労改善指導がそれになされ、

改革に取り組んでいるというような様子が報道され

ておりました。 

 また、先日11月24日には南日本新聞におきまして

は、長時間労働をどう解消するかという見出しの中

で、県内企業の実態等が出ておりましたが、その中

にもやはり管理者、トップの意識が重要というよう

なこともあったようです。 

 厳しい社会情勢の中で中小企業において労働条件

の改善が求められているのは御案内のとおりです。 

 そこで、本市の職員の勤務実態、労務管理状況等

についてお伺いいたしたいということで、まず１番

目に労働時間の実態などを伺って、ここでの質問を

終わります。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） おはようございます。楮山

四夫議員の御質問にお答えいたします。 

 本市職員の労働時間の実態についてであります。 

 職員の勤務時間は、休日を除き午前８時30分から

午後５時15分までとなっております。ほとんどの職

員が通常は１日７時間45分の勤務時間で業務を済ま

せておりますが、人事異動、決算または予算、イベ

ント等の時期には居残りをしている場合があります。 

 管理職には職員の健康管理及び公務能率の向上を

図るため、勤務状況を把握する責務があり、公務の

運営に支障を来さないよう調整するよう指導をして

いるところであります。 

○８番（楮山四夫君） 今、企業なんかでフレック

スタイム制をとって時間差の時差出勤がとられてお

りますけれども、当市においてはいかがでしょうか。 

○総務課長（中尾重美君） フレックスタイムを利

用しているかという御質問です。 

 現在、民間等が実施しておりますフレックスタイ

ム制は当市では導入はしておりませんが、平成25年

度から職員の健康管理及び時間外抑制に資するため

の時差出勤というのを導入、施行しております。 

 対象の職員としましては、正規の勤務時間以外に

予定されている業務に従事する職員として、運用し

ている業務は、給食センターでの調理の前準備、交

通安全パトロール、資源ごみ分別指導、各種がん検

診、薩摩藩英国留学生記念館、保育所での延長保育、

こういうところで時差出勤を運用しております。終

わります。 

○８番（楮山四夫君） 全体的なフレックスタイム

制はとっていないということですが、時差出勤は部

署によってあるということです。これは時間内で、

先ほど市長の答弁の中にあった７時間45分というこ

との範囲内で従事しているということでいいんです

かね。 

○総務課長（中尾重美君） この時差出勤につきま

しては、１日７時間45分というのを、早出にしたり、

あるいは遅出にして遅く帰る、そういう形で運用し

ております。 

○８番（楮山四夫君） イベント等にたくさんの職

員が出ておるんですけれども、その場合はどういう

手当の方法をとっていらっしゃいますか。 

○総務課長（中尾重美君） ただいまイベント等の

お話がありましたが、時差出勤と同様にまた別に振
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替の勤務、振替休暇という制度を設けております。

イベントに１日出た場合は、その分は平日の勤務時

間に休日をとるということで対応しております。 

○８番（楮山四夫君） わかりました。 

 それと、職員で長期欠勤者という方が何人いらっ

しゃるのか、あるいはその中で育児休暇を利用して

いるというのをあわせてお伺いいたします。 

○総務課長（中尾重美君） 長期の欠勤者ですが、

平成28年では三月以上の長期の病気等で休暇をとっ

ている者、これが４名おります。それと育休につい

ては３人ということでございます。 

○８番（楮山四夫君） ４名のほかに３名いらっし

ゃるということなんですかね。 

○総務課長（中尾重美君） はい。 

○８番（楮山四夫君） わかりました。 

 もう１件、ここでお伺いしたいのは、市外からの

通勤者というか、市外から職員が通勤しているとい

うのは何名ほどいらっしゃいますかね。 

○総務課長（中尾重美君） 市外からの通勤者です

が、平成28年４月１日現在で申し上げますと、20名

おります。内訳としましては、鹿児島市から４名、

薩摩川内市から10名、日置市から６名ということに

なっております。 

○８番（楮山四夫君） これは驚きの限りです。私

は10名足らずじゃないかなと考えておったんですけ

れども、20名もいらっしゃるということは、ちょっ

と我々のところで収益でというか、収入、給料をい

ただきながら市外に納税しているということになる

と、やっぱりちょっと憤りを感じます。もっとここ

ら辺について指導できないものかなと思うんですけ

れども、いかがなものでしょうか。 

○総務課長（中尾重美君） 市外からの通勤理由と

して主なものは、結婚、あるいは親の介護、子の看

護というのがございます。基本は市役所に新採用し

た場合は市内に居住することを条件にしていますが、

そういうことで女性の方が結婚した場合は、その男

性の方と勤務を考えてその間に行くとか、男性のほ

うの所から通う、そういうことでこういう形に、20

名の通勤ということは。場合によっては、子供さん

が障害をお持ちで仕方なく市外のほうに住んでいる、

そういう場合もございます。 

○８番（楮山四夫君） この件について、市長のお

考えをお伺いしたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 今、総務課長のほうから答

弁がございましたとおり、やはり基本は市内に在住

していただくということが基本でありますし、採用

のときもそのような話をしております。 

 ただ、今申し上げましたとおり、親の介護とか、

それから子供さんが障害をお持ちとか、結婚もあり

ますけれども、そういった面で市外から通勤といい

ますか、市外から勤めに来ているという職員がおり

ますので、できるだけ本市に在住していただくよう

な指導をやはりこれからもしていきたいと思ってお

ります。 

○８番（楮山四夫君） やむを得ない事情もあると

いうようなことでございますが、ただいま市長のほ

うからの答弁もございましたとおり、できるだけそ

ういう方向で対応していただきたいなと思うところ

です。 

 次に移ります。 

 職員の時間外手当の支払いの状況というか、合併

後どういう推移をとっているのか、お伺いいたした

いと思います。 

○総務課長（中尾重美君） 職員の時間外手当の支

給状況の御質問であります。 

 合併後の平成18年度一般会計では約3,500万円を

支給しておりました。平成27年度は約4,700万円で

あります。約1,000万円の増ということになってお

ります。 

 増の主な要因としましては、権限移譲などにより

市で取り扱う業務が増えたこと、あるいは、昨年で

申せば台風15号などの災害対応、県議会議員選挙の

事務、国勢調査、臨時福祉給付金などの業務があっ

たことが上げられております。時間外手当につきま

しては適正な執行に努めているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） 市民から、夜まで大分電気

がついて残業しているんじゃないか、たくさんいる

のかどうなのか、手当の支給はどうなのかというの

を耳にするわけなんですよ。そういうことで、この

残業手当の請求状況というか、特に多い部署とかそ
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ういうのがあるのかですね。 

 素人的に考えれば、何か税務申告等の場合なんか

の税務課の職員なのかなと思ったりしているんです

が、年間を通じて部署によっては電気が遅くまでつ

いていると。そういう残業があるのかということを

伺うんですが、そこら辺についてはどうですかね。 

○総務課長（中尾重美君） 特に残業が一時的に多

いというような部署がございます。財政課の予算編

成のころ、あるいは税務課の賦課徴収のとき、それ

から選挙管理委員会等は選挙の事務、そういうとき

は月に80時間を超えるような超勤が出ている状況で

あります。 

○８番（楮山四夫君） 多くのそういう職員につい

てはサービス残業が多いんじゃないかと。残業手当

はもらっていない、あるいは自主的に残業している

んだということかもしれないんですけれども、余り

にも、そういう関係で電気がついて、夜まで仕事を

やってもらっているのかと、残業手当はもらってな

いというようなことでサービス残業が多いのかなと

いうふうに思うわけでございまして、そこら辺の管

理者としては。考えられるのが、上司がおれば先に

帰るわけにいかんと。あるいは、能力がなくて居残

りせないかんのかと。そこら辺も含めて実態はどう

なんだろうかというふうに感じておるんですけれど

も、いかがなものですかね。 

○総務課長（中尾重美君） 時間外の実態というこ

とでございます。 

 今、お話がありました上司が残っているというよ

うな話もありますが、通常の勤務の中で上司がいる

から部下が帰りにくいというようなことはないと認

識しております。 

 管理職は職員を管理するということで、年度初め

の４月には所属別の組織目標で年間のスケジュール

を作成することや、毎週月曜日には朝礼を実施して

おります。こういうことで職員の勤務実態を把握し、

必要に応じて係内の職員同士の協力体制の確保や所

属内のほかの係と連携するなど必要な措置は講じて

いるところでございます。 

○８番（楮山四夫君） いろいろ工夫はなされてお

るようですけれども、やはり職員が一番働いてもら

わないかんわけですので、明くる日にこたえるよう

なことのない、明くる日は元気よく出勤して仕事に

取り組めるような職場環境づくりをぜひお願い申し

上げたいと思います。 

 次に移ります。 

 臨時職員、パート職員等の賃金の支払い状況はど

うなのか、お伺いいたしたいと思います。 

○総務課長（中尾重美君） 臨時職員、パート職員

等の賃金の支払い状況です。 

 合併時のお話をしますが、合併後の平成18年度の

一般会計の決算では総額で約１億2,300万円となっ

ております。27年度の一般会計の決算では総額で１

億4,600万円ということで、2,300万円の増となって

おります。 

○８番（楮山四夫君） １億2,000万円ということ

からすると合併後そう……。いや、2,300万ですか

ね、増加しているということは。回答が間違ったん

ですか。 

○総務課長（中尾重美君） 済いません、訂正をお

願いします。 

 臨時職員、パート職員等の賃金についてでありま

す。合併後の平成18年度の一般会計では１億4,200

万円、平成27年度一般会計では総額約１億9,900万

円で、約5,700万円の増額となっています。 

 主な増の要因としましては、介護認定調査員が６

名、それから介護支援専門員が６名、特別支援教育

支援員が14名、薩摩藩英国留学生記念館の嘱託員が

３名など、新たな業務を臨時職員として対応したこ

とにより増えております。 

○８番（楮山四夫君） 私は大分増えているんじゃ

ないかなと。10年のうちに5,300万円ぐらいしか増

えていないような状況で、中でも介護関係のものと

かいろいろありましたけれども、そんな状況ですね。 

 私がお伺いしたかったのは、前段階から市長のほ

うから職員を大分減らしてきたんだということが言

われておったわけですが、そこらの減らした分が臨

時職員やあるいは時間外等に増加されてきているん

じゃないかなという懸念がございましたので、お伺

いしたところでした。 

 そこまで大きく増えているという状況ではないよ
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うですので、この項については終わります。 

 次の電算システム等の外部委託状況、あるいは端

末機の所有状況等についてお伺いいたします。 

○総務課長（中尾重美君） 電算機の端末の関係で

ございます。 

 これも合併時で申し上げますが、平成18年が457

台、平成28年が584台ということで、比較しますと

127台増えております。 

○８番（楮山四夫君） これも今、三百何人のうち

に端末機が五百何十台ということで、１人に１台半

からあるということですが、ここらは本当にそれだ

け必要な端末機なんだろうかと。 

 ある市民がこう言いました。「役所に行ったら俺

が来たって気がつかなかったもんな」と。端末機ば

っかりのぞいて、頭が上に上がらなかったというん

ですよ。それほど端末機とにらめっこせないかんと

なと。こういうような問い合わせがございました。 

 そういうようなことから、端末機そのものは確か

に非常にデータも入って便利だということは私も十

分わかっておるつもりなんですが、そこらが本当に

必要台数なのか。ここらについて調査されたことが

あるのかお伺いいたします。 

○総務課長（中尾重美君） 端末の台数が多くない

かという御質問でございます。 

 事務処理を進めるに当たり、職員並びに臨時職員

に対しまして基本１人１台の端末、並びに窓口業務

に対応した共用の端末を配置することで事務の連携

と効率化を図っており、適正に配置していると考え

ております。 

 今後は、ネットワークの強靱化や社会保障・税番

号制度に伴いまして、今月末には、市民課、税務課、

福祉課、健康増進課など番号法に定められた事務を

行う必要がある課へは番号法利用事務系の端末をさ

らに132台増設配備することとしております。 

○８番（楮山四夫君） これほど機械化されてくる

とすれば、使いこなさないといかんし、そこらを人

件費と比較して人の何十倍もする能力を持っている

端末ですので、大分人が減らされるんじゃないかと

いうふうにも思っておりましたけれども、この様子

では、そっちのほうの費用の支払いは増えても、人

間的には減らされないというのが実態なんですかね。 

○総務課長（中尾重美君） 合併後の平成18年度の

職員数が381名でございました。その当時の人件費

が30億3,777万円、それから平成27年度では職員数

が326名ということで、職員数は55名減になってお

ります。これは一般会計の決算ですが、その人件費

としては27億7,997万円ということで、２億5,780万

円の削減をしております。電算機に関しましては合

併時からの比較は先ほど申し上げましたが、そうい

うことからすると効果は出ていると思っております。 

○８番（楮山四夫君） ただ、この電算に関する費

用は人件費には出てこないんですよね。そういうこ

とを考えた場合、電算に対する外部委託料というの

は年間どれぐらい支払いされて、これも平成18年と

比べてどのように増えてきているのか。 

 それとまた、この外部委託について、ソフト面の

ことから外部委託せざるを得ないということかもし

れませんけれども、外部委託に対する契約、あるい

は契約金額といいますか、ここら辺の状況は競争入

札では多分ないだろうと思いますが、こういう外部

委託料とこの契約についてお伺いいたします。 

○総務課長（中尾重美君） まず委託料の件でござ

いますが、平成18年度が5,420万円。平成27年度が

6,700万円ということで、1,280万円の増ということ

になっております。 

 それから、契約の競争原理ということでの御質問

ですが、現行システムのサポート終了や法改正等に

対応できなくなり、新たな契約が発生する場合はプ

ロポーザル方式というのを活用して業者を選定して

おります。 

 また、導入後の保守契約につきましては、各社プ

ログラムに違いがございますので、不具合等があっ

たときや法改正への速やかな改修対応など、システ

ム仕様を熟知している導入業者が適切であると考え

ております。 

○８番（楮山四夫君） 結局、その会社に対して随

意契約でやっているということですね。それはもう

やむを得ないと思っておりますけれども、やっぱり

電算が進む中では、そこら辺を十分他社との比較も

できるようなことで今後の契約については臨んでい
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ただきたいなと思うところです。 

 それともう一つ、端末のことで聞きましたけれど

も、これは所有なのか、リースなのか、この別はど

うですか。 

○総務課長（中尾重美君） 端末の件ですが、584

台中の466台がリースであり、それ以外は各課で購

入したものや年金機構などからの貸与品でございま

す。 

○８番（楮山四夫君） リースは別として、買い取

りだとすれば、耐用年数あるいは更新期に入ってく

るんじゃないかなと思うんですけれども、そういう

ところについて今後の見方としてはどのようにお考

えですか。 

○総務課長（中尾重美君） 端末の更新時期という

御質問ですが、端末は基本リースを活用しておりま

す。リース期間は５年でありますが、ほとんどが六、

七年は使用しております。 

 また、端末を動かすためのソフトのメーカーサポ

ートが終了する場合もあります。そういう場合は、

ソフトの乗せかえが困難な端末については更新する

というようなことで、更新しております。以上です。 

○８番（楮山四夫君） わかりました。 

 次の５番目の公用車の保有台数と運行状況につい

てお伺いいたします。 

○総務課長（中尾重美君） 公用車の所有台数、そ

れから運行状況ということで御説明申し上げます。 

 平成28年11月末現在で公用車は145台所有してお

ります。消防本部、環境センター等の特殊車両等50

台を除きますと95台ということになっております。 

 公用車の管理方法は、各課で管理する分散型管理

方式をとっておりまして、必要に応じてほかの課の

車両を融通して使用できるようにしているところで

ございます。 

 運行状況については、時間帯によって違いはあり

ますが、所有する部署でそれぞれの業務に応じて全

ての車両をほぼ毎日利用しているところであります。 

○８番（楮山四夫君） 私が感ずるに、以前とすれ

ば非常に車の管理がよくなったなということは感じ

ております。前は助手席に乗りますと、散らかって

見苦しいなという感じを受けておったんですけれど

も、最近は非常に管理状況もいいなと思っておりま

す。 

 この車の更新期になった場合、更新期をどこら辺

で基準としているのかですね。何年たったからとい

うのか、あるいは走行距離で大体の基準を考えてい

るのか、そこら辺はどうですか。 

○総務課長（中尾重美君） 公用車の更新基準につ

いてであります。 

 公用車の更新の基本的な基準は、車両の年式が15

年を経過し、かつ走行距離数が15万キロを超えた車

両を目安としております。また、車両更新の際は、

維持費の縮減を図るため、公用車の使用目的、業務

内容を精査し、車両の小型化を推進することとして

おります。 

○８番（楮山四夫君） 非常に長い期間、相当乗っ

ているというふうに感じますが、いざ更新とする場

合の契約についてお伺いいたします。 

○財政課長（田中和幸君） 契約の手法でございま

す。 

 公用車の更新手続につきましては、まず最初に、

担当課によりまして車両の仕様等を作成いたします。

それに基づきまして、指名願を出されている自動車

の販売等の取り扱いのある市内の事業者の方から指

名委員会のほうでその指名業者を決定いたします。

で、それを示しまして入札という状況になります。

参加ができる方にはほぼ全て指名という形でやるよ

うにしております。 

 当然入札してまいりますと落札業者が決まります

が、その方に関しましては財政課のほうでとりあえ

ず契約をしまして、原課のほうに配置するというよ

うな流れになっているところでございます。以上で

す。 

○８番（楮山四夫君） 競争入札でやっているとい

うことでお伺いいたしました。 

 下取り等についてはもう込みにということになる

わけですか。 

○財政課長（田中和幸君） 下取りにつきましては、

状況を見まして販売にする場合がほとんどでござい

ます。公売ですね。 

○８番（楮山四夫君） わかりました。この件につ
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いては終わりたいと思いますけれども、いずれにい

たしましても、職員が気持ちよく働けるような職場

環境づくりをぜひやってほしいと思いますので、そ

ういうことで要請いたしておきます。 

 ２番目に移ります。 

 農業振興についてですが、少子高齢化の進行に伴

いまして農業従事者が急速に減少し、農業は本当に

衰退の一途をたどっているのが現状です。そういう

中で、今後の市の農業振興策をどのように進めたい

というお考えなのか、お伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 農業の現状につきまして、

今、楮山議員がお述べになったように大変憂慮する

事態がございます。すなわち、少子高齢化の進行に

伴うこと、担い手農家や販売農家の減少、新規就農

者の不足、耕作放棄地の増加問題など、課題が山積

していることはもう、楮山議員今お述べになったと

おりであります。 

 このような状況を踏まえ、いかに打開していくか

ということがこれからの課題でありますが、各種基

盤整備を推進し、今、市来地域の川南地区を整備し

ておりますが、意欲ある多様な農業者に対し、機械

施設の共同化を進めるとともに、農地中間管理事業

を活用し、担い手の農地集積や青年就農給付金制度

の活用による新規就農者の確保など積極的に推進を

してまいりました。 

 また、中山間地域等直接支払交付金事業や多面的

機能支払交付金事業を活用して農地の保全に努める

とともに、地域の共同活動を支援し、農業担い手の

育成、協業化、法人化など生産組織の育成のほか、

集落営農組織など新たな地域営農の推進に努めてい

るところであります。 

 今後は、市場競争の激化等を踏まえ、収益性の高

い地域営農の仕組みを構築することが重要であり、

その支援に努めることが今後の農業振興のあるべき

方向ではないかと考えております。 

 そのため、これまでの取り組みをさらに進め、地

域農業リーダーなど担い手を確保し、農作業の受委

託や農地の有効活用のために集落営農組織などの新

たな地域営農の推進を図るとともに、地域の特色を

活かした、先ほど申し上げましたとおり収益性の高

い品目の導入や規模拡大、特産品の開発、ブランド

化の確立に努め、これらの安定的な消費流通の確保

を図りながら、持続性かつ収益性の高い、魅力ある

農業の振興に努めてまいりたいと考えております。 

○８番（楮山四夫君） せんだって農業委員会のほ

うから農業振興に関する意見書というのを私どもも

見せていただきましたが、今、市長の御答弁のとお

り、中山間地の問題、あるいは集落営農ということ

をぜひ進めていただきたいということでした。私自

身もそう思っております。 

 今朝はこのようなものがありました。自民党の提

言案がまとまったということで、７日、きのうです

ね、わかったということですが、中山間地に予算優

先枠と、他産業並みの所得を目指すと。まさしく今、

市長の答弁のとおりだと思いますが、その中でも特

色を活かした農業展開を総合的に支援するのが柱と

いう中で、中山間地を重点的に支援する優先枠の創

設ということが出ていて、他産業と比べて遜色ない

所得をというようなこともあるようでございます。 

 これは自民党がまとめたもので、政府への働きか

けをするということで出ておりましたが、ぜひ今お

っしゃったようなことを今後の市の営農、農業振興

に取り入れていただきたいなと。法人化、あるいは

六次産業化やブランド化、地域のリーダーの育成等、

そこら辺をぜひやってほしいなと思うところです。 

 特に最近、企業等の定年退職者、こんな方々を何

とか農業に引き込みたいなというふうに思うんです

けれども、何かここら辺のきっかけというか、そう

いう考えはないものか、市長、どうでしょうかね。 

○市長（田畑誠一君） 近年、農業に対して非常に

魅力をお持ちである、生きがいを持ってこれからの

生涯をという方が、とみに増えてきている傾向にあ

ります。その一つのあらわれとして、もう六、七年

前になりますか、五、六年ですかね、農業塾を始め

ております。毎年１年間ですね。 

 ほ場で研修なさる、それからまたいろいろな技術

的なことはもちろんのこと、その農業本来の学術的

なことと申しますか、そういった研究、勉強を農業

塾でしていただいておるんですが、ほとんどの方が

毎年他産業で定年を迎えられた方であります。 
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 その方々が非常に意欲的に農業に魅力を持って農

業塾で学ばれて、ここ２年ぐらい前からですかね、

農業塾で学ばれた後は給食センターに野菜をおさめ

るとか、そういったことで大変いい方向に進んでい

るなというふうに捉えております。期待をしており

ます。 

○８番（楮山四夫君） さっきから出ているように

人口減少という中で今、農村には空き家がたくさん

増えてきているんですよ。何かこの空き家を利用す

る。今、まちのほうでは、商店街のほうでは使われ

ておりますけれども、田舎の空き家をＩターンとい

うんですか、よその先進地を見ますとそういうよう

な形で、インターネットを通じて我がまちの農業を

紹介しながら募集するというような、そういうこと

も考えていけたらなと思っておるんですが、いかが

なものでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 近年の豊かな社会の中で、

人々はやっぱり自然、それから人との触れ合い、そ

れから癒しの空間というのを求めておられる傾向に

あると思っております。これはまた豊かさのあらわ

れであると思っております。 

 せんだって薩摩藩英国留学生記念館におきまして、

カリフォルニアのシェフの方が来てくださいまして、

それで長澤鼎さんが生前好んでいたであろう食べ物

といいますか、そういったものを向こうで長澤鼎さ

んの姪御さんの娘さんですか、といっても90歳ぐら

いだと思いますが、エミリーさんですか、楮山議員

御存じと思いますけれども、あの方にお聞きをなさ

った上で、あの地域を散策しながら、この説明を聞

く。そして、中学校の空き教室を使って、ディナー

をやりました。 

 その会費は実に8,000円なんですけれども、応募

あっという間にいっぱいになって、50人ぐらいだっ

たと思いますが、都会の方の中には大きな企業、名

前は申し上げませんが、の方も来ておられました。

そういったことを仕事にしておられる方がですね。

そこでは、非常に素朴な、校舎の中にただ裸電球を

両方引っ張っただけです。そして、ろうそくをとも

してその8,000円のディナーパーティーがあったん

ですが、これは新たな発見だと。私たちは華やかな

ところだけを追いかけてきたんじゃないかと。こう

いったやり方もいいなということを非常に深く感銘

しておられました。私にそんな話をしてこられまし

た。 

 だから、やっぱり人々はそういったものを今、求

めているんじゃないかなと思います。そういった意

味では農業農村というのは、まさに大自然の中、そ

して何よりも人々の優しさがあります。情けがあり

ます。だから、これから活かす手だてということは

一考を要するというふうに私も思っております。 

○８番（楮山四夫君） 地域の特性を活かすのとあ

わせて特色ある農業でないと、そこら辺も呼べない

のかなというふうにも思うわけなんです。そうした

ことでやっぱり、さっきから出ております集落営農

を中心に進めていかんと、今の私ども農村はもう共

同作業さえ十分に行えないような状況になってきて

おります。 

 そうしたことで、一応農地集積、あるいはそうい

う面でまとまりはしつつあるんですけれども、今ま

で共同作業に出ていた人がもう出なくなって、農地

は集積されるものの、その集積した方々が人数が少

なくなれば、その作業は、今まで一、二時間で終わ

っていたのが半日もかかるというような状況に今あ

るわけなんですよ。 

 そういうようなことを、もっと何か方法がないも

のかなと。集落営農だけでなくて、何か支援する方

法がないものだろうかというようなふうに感じるも

のですから、そういう空き家を利用するとか、そう

いう形での呼び込みとか、市の広報を利用して全国

に知らしめていくというようなことも大事じゃない

かなと思うんですが、ここらはどうお考えですかね。 

○政策課長（満薗健士郎君） 空き家の利活用の話

という面からお答えをさせていただきたいと思いま

す。 

 ただいま市のほうで空き家等対策のための計画を

策定中でございまして、その中で空き家の管理の問

題もさることながら、市街地周辺部における空き家

の利活用ということで、いろいろなメニューを考え

ているところでございます。 

 その一つといたしましては、やはり空き家につい
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て、貸したい、あるいは借りたい人がいないかとい

うのを仲立ちする一つの機能として空き家バンクと

いうことで、貸したい人がネットに情報を出して、

それを仲立ちをする、そういった中に例えば農地が

ついている農家の物件もありますよとか、そういっ

たところまで踏み込めたらいいんじゃないかなとい

うのも検討をしております。 

 農地につきましては、すぐに始めて農業というこ

とには農地法上もなりませんので、その辺の問題も

あるかと思いますけれども、そういった田舎に住み

たい、あるいは農業をしながら住みたいといった

方々についても、この空き家バンク制度というのは

一つの方策になるんではないかということで検討し

ているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） ぜひ、この空き家利用につ

いて農業の面からもＰＲ、啓発していただきたいな

と思います。 

 それと、この中山間地域においては今、まち協も

大分活動ができておるようでございますので、まち

協も含めた中での農業施策というのもあわせて考え

ていけたらなというふうに思うんですけれども。ま

ち協は田舎地区しか言えないわけなんですが、ここ

ら辺の取り組みもぜひ進めてもらえたらと思うんで

すけれども、いかがでしょうか。 

○農政課長（宮口吉次君） 中山間地域の地区まち

づくり協議会と連携した形でそういう取り組みとい

うことですので、集落営農といった取り組みになる

かと思います。集落営農につきましては、農業生産

や集落がよりよくなる仕組みを集落のみんなで話し

合いまして、実践していくもので、団地内の地権者

や耕作者によって組織されるものでありますけれど

も、決まった形というのは特になくて、方式もその

営農組織によってさまざまでございます。 

 地区のまちづくり協議会と連携したといいますか、

そういう取り組みにつきましても、今後も集落営農

組織づくりを進めていく中で一つの方法として研究

してまいりたいと思います。 

○８番（楮山四夫君） 前から申し上げております

ように、何と言っても差し当たって集落営農だと思

っておりますので、ぜひこの集落営農に取り組んで

いただきたいことと、御支援方をお願いしたいと思

っております。 

 次に移ります。 

 前床地区のほ場整備地内の農振除外の要請が今で

もあるわけですが、現況と今後の見通しについてお

伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 前床地区の現状と今後の見

通しについてであります。 

 前床地区は昭和55年度に優良農地を生み出すこと

を目的として基盤整備事業により整備された地区で

あります。 

 現状としましては、今年８月から９月にかけて農

用地利用調査を実施しております。全体面積が約20

ヘクタール、うち耕作されている面積が16.6ヘクタ

ールで、約83％の耕作率であります。 

 また、耕作者の中には認定農業者が３人、新規認

定就農者が２人、その他2,000平米以上耕作されて

いる農家の方が６人ほどいらっしゃいます。優良農

地としての活用がなされている状況であります。 

 前床地区などの農用地地区内の土地は原則として

区域から除外はできず、個別の例外でも経済事情な

どから必要と認めた場合で、かつ周辺の土地利用状

況から農用地以外の利用が必要で、代替する土地が

ないことなど御案内のとおり五つある法的な除外要

件を全て満たした上で、県の同意を得る必要があり

ます。 

 現時点では、外周部での条件を満たす申請につい

て、除外できる可能性がある場合は、県と協議しな

がら手続をとっているところであります。 

○８番（楮山四夫君） 以前とすればちょっとは進

んできたのかなという感じもせんでもないわけなん

ですが、結局県のほうで認可できるというようなこ

とだろうと思うんですけれども、個別にだとすれば

何とか条件によってはできるというふうに受け取っ

ていいんですかね。 

○農政課長（宮口吉次君） 農振地区からの土地の

除外につきましては、ほぼ今、実際に除外ができま

したところが２筆しかございません。それにつきま

しては地区の全くの周辺部でございます。いろいろ

な条件が整いまして、その上で除外したというのが、
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今、除外ができるようになった状況からして２件し

かないということでございます。 

 今また１件申請が出ており、それはどうにかなり

そうな状況ではあるんですけれども、まだ決定はし

ておりませんが、今のところは２件しかないという

ことで、周辺部に限って、特に条件がそろったもの

についてしか今のところできない状況でございます。 

○８番（楮山四夫君） 先ほどの市長の答弁の中に

認定農業者、あるいは新規の２人とか３人とか、そ

ういうことで、私もこのことは農業を進める立場か

ら言えば除外というのは余り言いたくないんですけ

れども、振興地の中の中心部にある人にとっては、

それがやっぱり今のところできないと。周辺部につ

いてはということですので、ここらは公に何とかで

きるような、神村学園駅の後背地の都市開発を含め

た今後の計画というのはないのか、市長、どうなん

ですかね。 

○市長（田畑誠一君） 神村学園前駅の背後地対策

としてという、とてもまたいいアイデアだと思いま

すけれども。 

 前床地区の現況につきましては、先ほど申し上げ

ましたし、楮山議員も申されましたが、ある意味で

はこの認定農業者の方とか新規就農者の方とか、そ

れから2,000平米以上耕作している方が６人いらっ

しゃるとか、そういった意味では83％の耕作率で、

農地利用という面から言いますと、一つのまた優良

農地として活用もされているということは評価して

いいと思います。 

 ただ、しかし、おっしゃいましたとおり、地区に

おいてはやっぱり除外して宅地にしたらどうかとい

う声がたくさんあることも、もちろんおっしゃると

おりでありますし、承知もしております。そこで、

今の状況で前床地区について市においても将来的な

宅地利用化が図れないか、それから都市計画の観点

から土地利用方針について県など関係機関とも協議

を行っておりますが、農用地区域は都市計画法上の

区域より優先することから、一括して解除し、宅地

化を促進することは現行制度上ではできないという

ことであります。 

 したがいまして、今まで端っこのところを２カ所

ほど解除したという例がございますが、現段階では

そういう法的な何か制約があるようであります。 

○８番（楮山四夫君） 非常に厳しいようでござい

ますが、ぜひ、これは除外もいけるというような状

況になるように、御研究、御検討方を要請いたしま

して、次に移ります。 

 最近、有害鳥獣の捕獲頭数が増加しておりまして、

捕獲獣の食品化、加工等加えてこの付加価値を高め

たいということが望まれるんですが、いかがなもの

でしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 有害鳥獣の食品化、加工等

についてでありますけれども、県内では伊佐市、阿

久根市に獣肉の食肉処理加工施設があります。伊佐

市の処理加工施設は平成20年度に設置しており、平

成27年度の処理実績は年間20頭ほどであります。ま

た、阿久根市の処理加工施設は平成25年度に設置さ

れ、処理実績は1,200頭ほどで約280万円の販売額が

ありますが、解体作業にかかる経費として、市が３

年間3,000万円補助をするなど多大な経費がかかっ

ているようであります。どちらの施設も採算がとれ

ていない状況が今の実態であります。 

○８番（楮山四夫君） 今、２カ所の例をお伺いし

ましたが、私も、いかくら阿久根という有害鳥獣捕

獲協会の阿久根の資料をいただいておりますが、確

かに経費倒れしているというようなことも伺ってい

る中で、「お前のとこはもうつくるな」と。ぜひと

った捕獲獣はうちに持ってきてくださいと、阿久根

のほうからそう言われているということなんですよ。 

 そこで、ぜひそこら辺を市の猟友会との話し合い

をして、捕獲獣については阿久根のほうに持ってい

っていただければ、少しでもまた金につながるんじ

ゃないかと思いますけれども、私どもの有害鳥獣の

協会というんですか、そこら辺との話し合いはでき

ないものですかね。どんなものですか。 

○農政課長（宮口吉次君） 阿久根市のいかくら阿

久根という施設に、こちらで捕獲した鳥獣を運搬し

て処理してもらうということなんですけれども、こ

の阿久根のほうの施設に搬入しまして処理をしてい

ただくときには、１頭当たり２万3,000円の処理費

を払わないといけなくなります。この２万3,000円



 
- 25 - 

というのが阿久根市が１頭当たりで市からその施設

に補助している額で、同額をやはり負担しないと処

理ができないという状況でございます。 

 それと、捕獲してから血抜きの処理をして、それ

から運んでいくということで、その時間が１時間を

超えたりするとなかなか処理をするのが難しいとい

うような状況も聞いておりますので、難しい状況は

あるかと思います。 

○８番（楮山四夫君） 今、銃殺というよりも、わ

なで捕獲すれば生きたまま捕獲できるということで

すので、ここらの今の１時間というのはクリアでき

るんじゃないかと私は思うんです。ですので、そこ

らをもっと猟友会と話し合い、詰めができたらなと

思うんですけれども、どうですかね。 

○農政課長（宮口吉次君） 捕獲しまして生きたま

ま運搬ができるというのは、アナグマなどの小さい

ものは可能ですけれども、イノシシ、シカを生きた

まま運搬するというのは大変危険な状況もございま

して、ちょっと無理な状況がございます。 

 そういうことで、何と言うんですか、血抜きをす

る途中では運べるんでしょうけれども、しとめてと

いうか、そういう生きた状態じゃないところにして

持っていかないと、もうイノシシ、シカは無理とい

うような状況がございますので。 

○８番（楮山四夫君） おっしゃるとおり、処理料

が２万幾ら要るということですが、それ以上に販売

できるとすれば、そういう方法もあるんじゃないか

と思いますので御検討をしていただきたいなと思う

ところです。 

 それと、今、アナグマの話もありましたが、アナ

グマについては非常に重宝がられて、需要に追いつ

かないというような状況も伺っておりますので、そ

ういうのも一考願いたいと思います。 

 この件でもう一つ、今朝の南日本新聞に霧島市の

水増しのことが出ておったですが、我がまちはそん

なことはないでしょうね。どうですか。 

○農政課長（宮口吉次君） 霧島市で鳥獣捕獲の水

増し申請があって、それが発覚してというような記

事が今朝出ておりましたけれども、この不正防止に

つきましては、捕獲をお願いしている本市の猟友会

自体でも厳しく取り組んでいらっしゃるところです

し、市の審査においても厳正に審査しておりますの

で、不正はないものと理解しております。 

○８番（楮山四夫君） この霧島市のあれを見ます

と、写真が尻尾と耳の写真を撮って、その写真が何

頭にも回っていたというようなことでの内容ですけ

れども、ぜひうちの場合はそんなことのないように

管理していただきたいなと思います。 

 それと、鳥獣関係については、さっきちょっと阿

久根の紹介を忘れておりましたが、阿久根の場合は

イノシシ、シカ肉等については急速冷凍して、これ

を年間、学校給食センターに送っているというよう

なことも紹介いただきましたので、こういうことも

一応考えて、また阿久根に送るなら送れる状況もで

きたらなと思うところです。 

 この件については終わりたいと思います。 

 次に、学校教育についてお伺いいたします。 

 小中一貫教育の研究の成果と課題を踏まえ、今後

の推進計画についてお伺いいたします。 

○教育長（有村 孝君） 小中一貫教育の今後の推

進計画についてでございますが、本市では御承知の

とおり、平成27年度から文部科学省の推進事業の指

定を受けまして、全中学校区で小中一貫教育の研究

実践を行ってまいりました。今、研究実践中でござ

います。 

 特に羽島中学校区と生冠中学校区をモデル校区に

指定いたしまして、先月25日には生福小学校で公開

研究会を開催いたしました。議員の皆様にはたくさ

ん御出席いただきまして、本当にありがとうござい

ました。 

 成果はたくさんありますけれども、この成果につ

きましてはまた後ほどですが、例えば子供たちが非

常に先生方との交流がいいということで、評判がい

いと言いましょうか、たくさんあります。そういう

ことで今後は進めていきたいと思っておりますけれ

ども、来年度までの研究指定期間の取り組み結果等

を踏まえながら、今後とも小中一貫教育を推進して

まいりたいと思います。 

 なお、成果はたくさんあると申しましたが、その

一つとして、例えば乗り入れ授業について、中学校
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の先生が小学校で授業する、小学生の先生が中学校

で、それを乗り入れというんですけれども、そうい

う授業を経験した小学生の多くが、中学校の先生と

の授業が楽しいとか、あるいは中学校での英語の授

業が楽しみなどの好意的な感想を述べておりまして、

中学校の先生方と顔見知りになったり、交流が深ま

ったりして、中１ギャップの解消にもつながってい

くものと考えております。 

 そういうことから考えまして、来年度からもまた、

今後とも小中の一貫教育を推進してまいりたいと思

っているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） そうすると、本市の場合の

小中一貫教育を導入したいというのは再来年になる

ということですか。 

○教育長（有村 孝君） 小中一貫教育につきまし

ては、前も申しましたとおり併設しながらやる連携

型の小中一貫教育、例えば校舎は小学校は小学校、

中学校はそのままの施設で、人が、子供が、あるい

は先生方が行き来してやっていこうと。９年間で育

てていこうというのが連携型の小中一貫教育ですね。

ところが、それを一歩進めますと、一つの学校にま

とめて、中学校か小学校にまとめて、全て教職員も

一緒になって、職員室も一つ、校長先生も１人と、

そういう学校が一体型の小中一貫教育ということで

ございます。そういうことで今、連携型を進めてい

るところでございます。 

○８番（楮山四夫君） 羽島については一体型、一

貫型というんですか、こういうことで進めたいと。

生冠地区については今おっしゃるとおり連携型とい

うようなことでお伺いした中で、私も先日、生福小

学校での公開研究会を見に行きましたけれども、乗

り入れ授業というんですか、それを見ている中で、

非常に感銘を受けました。英語の教育の時間でした

が、ああ、こんな勉強の仕方等あるんだなと思いな

がら、これだったら英語がおもしろくなるんじゃな

いかというような気がいたしたところでございまし

て、ぜひこういうことで連携型の学校が進められて

いったらなと思ったところです。 

 そうした中で、教員免状がちょっとネックになっ

ているというような話も伺うんですが、そこら辺は

どういうことなんですかね。この教員免状というの

は。 

○教育長（有村 孝君） 小中一貫になりますと、

例えば小学校の免許だけを持った教職員は、中学校

は各教科ですので教科免許を持たないと授業ができ

ないわけでございます。中学校の先生も、中学の社

会科は持っているけれども小学校の免許は持ってい

ませんというのはなかなかできない。 

 ただ、今言いましたように、中学校の先生は理科

の免許を持っていれば小学校の理科は担当できると。

英語の先生は英語活動はできますと、関連のある教

科はできますけれども、ただ一体型になりますと、

今みたいな免許構成では、ちょっと過不足が出てく

ると思います。ですので、今国も考えているのが、

今後免許法を、国の大きな免許法という法がありま

すが、それを改定しながら、小中兼任のといいます

か、小中免許状というのを今考えているというのが

マスコミで報道されているとおりでございまして、

今後はそれがさらに加速されていくんじゃなかろう

かなと考えているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） 今のところでは、今の先生

方は小中両方とも免状を持っていらっしゃる方とい

うのはほとんど少ないということなんですかね。 

○教育長（有村 孝君） 小中持っている先生方も

多いことは多いんですが、ただ小学校だけという先

生も多分、半分以上はそうだと思います。中学校ま

で、高校までというのはなかなかですね。まあ高校

は今、関係ないわけですけれども。中学校の先生方

も小学校の免許状を持っているというのは少ないと

思います。小学校の先生よりも少ないんじゃないか

なと思います。 

 ですから、限られた教科だけで今、乗り入れ授業

ができているということです。ただ、勤務につきま

しては校長が兼務辞令を、私どものほうで出してお

りますので、羽島小の先生が羽島中に授業に行って

いいですよという、それはもう兼務辞令ですので、

免許とはちょっと。並行はしますけど。免許状につ

いては今、申し上げましたとおり、なかなか少ない

わけでございまして、全体で何割ぐらいかと言われ

ましても、そうですね、おおよそ、市内を見ますと
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大体２割ぐらいの先生方が持っていらっしゃるのか

なと。教科によっていろいろ違いますけど、そのよ

うに考えております。 

○８番（楮山四夫君） 先日11月29日の新聞に、日

置市は来年度から小中一貫教育というように出てお

りましたが、ここら辺、日置市なんかは今までそう

いうような下積みというか、今までそんな研究がな

されておったということで捉えていいんですかね。 

○教育長（有村 孝君） 日置市の実情は余りつか

んでおりませんが、本市につきましては平成23年度

から進めてはいるんです。ただ、国の指定を受けた

のが27年度から３カ年受けておりますので、私ども

のほうが日置市より早いんじゃないかと思っており

ます。まあ、どっちが早いとか関係ないわけですけ

ど、そういうことです。 

 ただ、日置市の場合の小中一貫は連携型でござい

ます。私どものほうは先ほども少し申し上げました

けれども、生冠中と羽島中校区につきまして、生冠

中は今後はやっぱり連携型をしばらくは続けていき

たいと。より強力にですね。羽島中校区につきまし

ては、一体型の成果というのを最も大きく発揮する

ためにやはり一体型へ持っていく必要があると。そ

ういうことで、一体型を今後進めていきたいと計画

を検討しているところでございます。 

 ただ、一体型になりますと、御承知のとおり校舎

の増改築をはじめ、教職員の人数の問題、定数の問

題、それから９カ年間の教育課程をつくりますので、

六・三制じゃなくて段階で三つに区切るとか、そう

いった教育課程を組んでいきますから、少なくとも

三、四年間は時間を要するんじゃなかろうかなと考

えて、今検討を進めているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） いずれにいたしましても、

そういう連携型にいたしましても、早目に小中一貫

教育が進められることを望んでいるわけなんですが、

以前も申し上げましたし、先ほど教育長の中にもあ

りましたけれども、やっぱり連携型が進む中で、中

１ギャップというのも大分縮小されていくんじゃな

いかなという気がしてならないわけです。そういう

ことで、ぜひ早くこの一貫教育ができますように進

めてもらいたいと思います。 

 次に移ります。 

 学区の見直しは考えられないかということで、お

伺いいたします。 

○教育長（有村 孝君） 学校区の指定区の見直し

はできないかということでございますけれども、今、

従来の学校区があるわけです。ただ、一部の地域に

ついては、指定された学校よりも別の学校に通うほ

うが近い地域がございまして、このような地域につ

きましては保護者の申請によって、地域や個々の実

情等を考慮しまして、本来就学すべき学校より著し

く距離の近い学校に通学することを認めることは、

今までも、また現在もございます。 

 現在、このような理由で、照島小学校区である八

房の２世帯３人が市来小学校へ通学しているところ

でございます。また、串木野中学校区である八房の

中学生１人が市来中学校へ通学しております。 

 学校区の見直しはできないかということでござい

ますが、このことにつきましては御承知のとおり、

見直す場合はやはりそこに住む保護者あるいは児童

生徒を初め、全ての校区民の御理解と御意見等も聞

きながら進めることが必要となります。また、通学

距離だけではなくて、学校区が設定されたこれまで

の経緯を踏まえたり、教育上配慮をしたりする必要

があるために、慎重かつ総合的に判断していくとい

うことになろうと思っております。 

○８番（楮山四夫君） 例をお伺いいたしましたが、

その八房の９班というところですか、まぐろの館の

あるあの周辺の10戸前後でしょうけれども、照島小

学校に学区としてはなっていると。だけども、要請

によっては市来小学校に行っているということです

けれども、やっぱり地域別に考えると、何と言って

も市来小学校は半分以下の距離であるし、また小学

校は小さい子供にとっては近いほうがいいというふ

うに思うわけです。これは父兄の希望ということだ

けでなくて、そういう学区を決めておくべきじゃな

いかなと思います。 

 また、先ほど中学校のこともありましたが、中学

校の八房、海瀬のほうは、昔から中学校になると市

来中学校に行っておったと。合併前においてもそう

いうことがなされておったということなんですよね。 
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 もう一つ学区で言いたいのは、川上小学校なんで

す。川上小学校については、私どもの上のクラスま

では運動会は、冠岳小、生福小、川上小、３校の持

ち回りの運動会をやっておったというようなことで、

合併がなされない中にそういうような寛容な関係者

がおってできたんだろうと思うんですが、合併を今

した中でそんなことを考えると、地域の実情に合っ

たような学区というのが考えられるべきじゃないか

なと思います。 

 そういうことで、これは私は何年か前も言ったよ

うな気がするんですが、再度教育長にお伺いいたし

ます。 

○教育長（有村 孝君） 先ほど来申しますように

この学校区というのは、学校区が当初設定されたこ

れまでの経緯を十分に踏まえたり、また通学距離の

問題とか、あるいは教育的配慮を要するような事案、

いろいろございます。そういうのを踏まえながら、

今後また学校区の見直しについては十分地域とも、

保護者、ＰＴＡ、学校と連携しながら見直すべきと

ころは見直していくと。 

 なお、現在は、先ほど申しましたように30人以上

の小中学校の子供たちが区域外指定学校外に通学を

しております。もろもろの教育的配慮をしながら許

可、認可しているという状況でございます。今後の

対応につきましては先ほど申しましたとおり、実情

等を十分配慮しながら、変えるべきところは変えて

いくという姿勢で進んでいきたいなと思っていると

ころでございます。 

○８番（楮山四夫君） もう合併しているわけです

から、市来だ、串木野だということは考えなくても

いいと思いますので、実情に応じたことで御検討方

を要請しておきます。 

 最後に、学校施設の整備状況と空調設備の設置の

調査結果と設置計画についてお伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） 学校施設の整備状況と空調

機設置の今後の計画について、お尋ねであります。 

 学校施設の整備につきましては、平成19年度の市

来小学校の校舎改修から始めまして、耐震性がない

と診断された22棟について、耐震工事を大規模改造

工事とあわせて、事業費約16億4,400万円を投じ実

施してまいりました。おかげさまで昨年度をもちま

して耐震化率100％となっております。 

 今後は耐震上問題がないと判定されていた学校施

設の改修工事などを実施し、児童生徒にとって良好

な教育環境を整えていかなければならないと私も思

っておりますが、その中でも温暖化の進行や熱中症

対策の観点からエアコンの設置を優先させることと

しております。 

 エアコンの設置につきましては、これまでも西中

間議員、福田道代議員、そして楮山議員からも御質

問がありました。また、かねがね議会の全ての皆さ

ん方から要望を受けており、近くは、御承知のとお

り、さきの９月議会の松崎議員の御質問にお答えし

たところでもありますが、申し上げましたとおり、

今年度基本調査を実施して、来年度各小中学校、幼

稚園ごとの実施設計を行い、平成30年度からできる

だけ早く、数年で工事を行ってまいりたいと考えて

おります。 

 エアコン整備の終了後、校舎等の改築などはまた

年次的に考えていったらと思っております。 

○８番（楮山四夫君） 調査費が今年組まれておる

わけでございまして、どの程度総額かかって、どの

程度期間がかかるのかなと思っておったところでご

ざいました。30年度からと今お伺いしましたが、大

きな工事の耐震も終わったわけですので、まず来年

度からでも取りかかれるような体制づくりが欲しい

なと思うんですけれども、そういうふうにはいきま

せんですかね。 

○教委総務課長（木下琢治君） お答えします。早

目にそういった事業に取りかかれないかということ

でございますが、総体で今のところエアコンの整備

に２億6,000万円ほどかかるのではないかと考えて

おります。そういった中で、やはり補助事業等の活

用ということを考えておりまして、先ほど申し上げ

たとおり、今年で基本計画をつくり、実施設計をす

る中で、それをもとに補助申請となってまいります

と、どうしてもやはり事業としては30年度以降にと

いうことになってまいります。実際、事業について

は早急にということで取りかかる予定でありますが、

そういった補助事業等を考えますと、30年度からに
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なると考えているところでございます。 

○８番（楮山四夫君） 確かに経済的な面もあるわ

けでございますが、やっぱり先ほどからの市長の答

弁にもありましたとおり、温暖化が進んでくる中で、

夏に学校に行ったとき、本当先生方にしても子供に

しても、非常に勉強に取りかかろうという意欲が湧

かないなという感じがしてなりませんでした。 

 そういうようなことで、環境づくりが一番大事だ

と思いますので、一年でも早く整備を整えて、子供

たちが意欲を持って勉強できるように、また先生方

も子供にそうした中で接していただけるような環境

づくりをしてほしいということを希望いたしまして、

私の質問を終わります。 

○議長（中里純人君） 次に、福田道代議員の発言

を許します。 

   ［２番福田道代君登壇］ 

○２番（福田道代君） 私は、日本共産党を代表い

たしまして、通告しております４点について質問い

たします。 

 まず、１点目は原発問題についてです。 

 安倍政権は、原発を重要なベースロード電源とし

て将来にわたって推進することを決め、原発再稼働

への暴走を続けております。原発再稼働の是非は国

政の熱い重大争点となっています。福島第一原発事

故から６年近くが経過をしておりますが、収束とは

ほど遠く、今でも８万6,000人の人々が避難生活を

強いられています。今後の賠償問題や廃炉費用は20

兆円にも上り、その７割は国民負担と言われており

ますが、市長の見解をお伺いいたします。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 福田道代議員の御質問にお

答えをいたします。 

 先日、全員協議会で報告をいたしましたとおり、

私も隣接市長の責任として福島第一原発の現場へ視

察に行ってまいりました。種々の対策を進めている

状況が確認できる一方で、今なお避難生活を強いら

れている皆さんがおられること、また賠償、除染な

ど、これまでの試算を超える経費が想定されている

現状があります。私も福島原発の事故を契機として、

将来的には可能な限り原発を減らし、再生可能エネ

ルギーの普及に努めるべきだと改めて思ったところ

であります。 

○２番（福田道代君） 今の市長のお言葉、私も福

島には二度ほど伺いました。その中でやはり原発の

重大性と、過酷事故が起こったら本当に大変な状況

になるということを痛感いたしております。そうい

う中で、やはり再生可能エネルギーへの転換という、

市長の原発を少なくして、そういうエネルギーへの

転換ということは本当に同感です。 

 しかしながら、やはり今、国の状況と申しました

ら、再生可能エネルギーよりも、安倍政権は原発へ

の再稼働の方向をずっと選択しております。そうい

う中で原発を再稼働していくということが、危険と

同時に、そこにお金をつぎ込んでいくということに

私どもは懸念をしているわけです。 

 ＮＨＫで、今後の原発の廃炉へ向けての道という

のを特集でやっておりました。これはＮＨＫが独自

の資料を集めて原発の問題を取り上げて話題になっ

ておりました。この中では特に、私も先ほど申しま

したが相当のお金を国民も負担をしていく、そして、

今後この原発が続く限りはなかなか安心な、そして

安全な生活は国民の中には戻らないのじゃないかと

いうような気もいたしております。 

 とりあえず８兆3,000億円という支払いは電気料

金の値上げでというような、安倍政権がこんな請求

書を出したということも報道されておりましたけれ

ども、この再稼働に向けて、やはり国民にとっては、

ましてや日本の国内でも相当なお金を必要とすると

いうことです。 

 いちき串木野市の中でもやはりそういうような負

担が市民の中に入ってくるわけですけれども、この

ようなことについて、やはり市長として意見という

のを、県に対しても九電に対しても、具体的に上げ

ていかれるようなお気持ちはあられませんでしょう

か。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど申し上げましたとお

り、福島原発の事故を契機として、将来的には可能

な限り原発を減らして、再生可能エネルギーの普及

に努めるべきだと私も思ったところでございますが、

エネルギー政策というのは、これは一義的にはやは
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り国政の課題として安全性を大前提に、安定性、経

済、環境への影響なども重要な観点として見極めら

れるべきものでありますけれども、廃炉や事故対応

において新電力を含めて負担が求められることは電

力会社の責任、自由化の趣旨を踏まえると慎重に検

討されるべきであると考えております。 

 また、将来的な原発の比率、代替エネルギーの確

保を含め明確に示され、原発を減らしていく道筋を

描く中で、廃炉や事故対応によるコストと負担の問

題も議論をされ、国民の理解を得ていくべきもので

はないかと私は考えております。 

○２番（福田道代君） 市長はそういうふうにお考

えだと思いますし、私たち市民も再生可能エネルギ

ーへの移行を早く進めていかなければという思いが

するんですけれども、国の状況では重要なベースロ

ード電源という形で言われております。今、政府が

進めているのは原発の再稼働をもっと推進するとい

うことと、電力会社の延命を図っていく。そういう

延命策をしなければ存続できない原発という電源を

持つ必要があるかどうかということは、今も市長の

言葉の中に再生可能エネルギーへの移行というお話

がありましたけれども、国の方向はなかなかそうい

うような状況とはなっていないわけですね。 

 その中で私たちは国に対して具体的に、市民が手

をつなぎながら市と、そしてさまざまな運動団体も

含めてですけれども、原発をつくらない人も含めて

具体的に運動というか、そういう話し合いを進めて

いくことが必要じゃないかと思うんですけど、市長

は九電に対して、そういう問題についてどのように

話をされていらっしゃるんでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど申し上げましたとお

り、エネルギー政策というのは大きな国の政策であ

ります。したがいまして、一義的には何といいまし

ても国政の課題であり、国においては安全性を大前

提として、安定性、経済性、環境への影響などを重

要な観点として見極められるべきものだと考えてお

りますし、国におかれましても原発をベースロード

電源とか位置付けておられますけれども、そのよう

な中で代替エネルギーを進めるという方向性も含め

ながら、国のほうでも検討されているものと私は思

っております。 

○２番（福田道代君） 市長の答弁ということでは

わかりはいたしますけど、具体的にどのようにする

かというのがなかなか見えてこないので再三質問を

いたしました。 

 原発が再稼働していくということでは、このわず

か６年間の間で全ての使用済み燃料が貯蔵も満杯と

なってあふれ出すということも言われておりますし、

川内原発では大体７割方、今、使用済み燃料が満杯

になってきています。再稼働は今日の夜半にもと言

われておりますけれども、そういうことを進めてい

って本当にどこにこのごみを処分するのかというこ

とも具体的な内容として明らかにされておりません。 

 そして、着工から23年経っている高速増殖炉もん

じゅですけれども、これも１兆円の経費を入れなが

ら、なかなか実際に動かないというような問題も生

じております。 

 この国が今打ち出している将来的に重要なベース

ロード電源というのを、原発をゼロにしていくとい

うような決断と一緒に、再生可能エネルギーの飛躍

的普及をもっと図っていくということで、市長会も

含めて国に対してさまざまな人たちがいろいろな角

度で要求を出していくと。そういうことで運動とい

うか、そういうように思われている市長さんたちと

連携していくべきではないかなと思います。 

 再生可能エネルギーで2030年までに電力需要の４

割を賄うというような目標を私ども共産党としては

持っているんですけれども、それも地域の人たちと

一緒にかかわりながらやっていきたい運動だと思っ

ております。やはり国民の生命と安全を守っていく

という意味で、本当にそういうエネルギー需給率を

もっと向上させていくということで、市長としても

具体的に今、いちき串木野の電力事業を進めていら

っしゃるわけですけれども、そこの中でも再生可能

エネルギーをもっとつくり上げていくということで

はいかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 原発をできるだけ減らして

再生可能なエネルギーをどんどん増やしていくとい

うのは、国民みんなの願いだと私は思っております。 

 そういった中で国としては、国のエネルギー政策



 
- 31 - 

と位置付けて、先ほどから申し上げておりますとお

り、安全性を大前提にして、安定性、経済性、環境

への影響などを重要な観点として見きわめながら、

現在の原発政策が進められているものと思っており

ます。 

 さらにまた、そういった観点に立ちまして既存の

今再稼働している原発につきましては、新たな基準

に基づいて安全対策が講ぜられ、規制委員会の科学

的な判断のもと、安全性の確保を大前提として稼働

している状況にあると認識をしております。 

○２番（福田道代君） わかりました。市長の言わ

れる内容としては、今の原発の方向と再生可能エネ

ルギーというところですけれども、次に入っていき

たいと思います。 

 川内原発の１号機は現在点検中でございましたが、

今晩９時30分にも再稼働ということが新聞でも報じ

られております。熊本地震以降、市民は不安を払拭

されていない状況が続いておりますが、九州電力は

本市に安全性を示していくという、その説明会を具

体的に実施すべきではないかと思うんですけれども、

いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 九州電力における説明体制

についてのお尋ねでありますが、お話しなさいまし

たとおり、熊本地震以降、同規模の地震が近くで起

こることなどへの不安を市民の皆様が感じておられ

ると思います。地震に係る設計基準や自動停止の仕

組みなどについて丁寧な説明が必要である旨、議長

とともに県を通じて要望を行ってきております。 

 県議会及び薩摩川内市議会においては特別委員会

等の求めにより説明が行われているところであり、

本市におきましても４月に総務委員会において、緊

急時対策所の変更等について説明がなされておりま

す。 

 原発の運転に当たって、さまざまな事項、状況を

丁寧に説明していただく機会は大変重要であります

ので、議会の皆様の御意向も踏まえながら、機会を

捉えて説明が行われるよう、これからも要望を続け

てまいりたいと考えております。 

○２番（福田道代君） 丁寧な説明を必要とすると

いうことで、市長もそういうような機会をつくって

ほしいと要望されるということで受けとめました。 

 今晩でも再稼働というような状況に入っておりま

すけれども、再稼働に当たってということでは、前

回も具体的な説明は受けておりません。そして、前

回再稼働をする前に、復水器の蒸気が発生したとい

うことで１週間後に１号機がとまった経緯がありま

す。それと、先ほど市長も申されました緊急時の対

策所、この免震重要棟というのが耐震という形に変

更されて、私たちは本当に、市民の人たちもこれは

免震にしてほしいという願いが崩れたということで、

大きな不安を抱えています。 

 そういう中で、また改めて新知見という形で規制

委員会から出されております基準が審査会合で提出

されている問題では、新知見による火山灰の再評価

を原発をとめた上で行う必要があるということが言

われております。しかしながら、今回それをとめず

にそのまま再稼働というような状況を進めていこう

という問題は、改めて深刻な問題として受けとめな

ければいけないんじゃないかなと思っています。 

 あと、原発の強度不足の問題とか、疲労破壊の問

題ですね。それと、大きな熊本地震のような繰り返

しの揺れに耐えられるかどうかという問題も具体的

にされておりません。このような問題は、具体的な

内容としてきちんと報告を求めるべきではないかと

思うんですけど、その点についてはいかがでしょう

か。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど申し上げましたとお

り、福田道代議員が御心配なさっておられるように、

熊本地震を受けまして、とにかく市民の皆さんが非

常に不安を払拭できないということであります。し

たがいまして、そういう状況でありますから、いま

一度住民の目線に立って、専門的な内容をわかりや

すく伝えてほしい。その必要があり、地震の影響や

設計基準、自動停止の仕組みなど、市民に向けて丁

寧な説明をしてほしいということを、議長とともに

九電に申し上げてまいりました。 

 そのことを受けて、九州電力においては６月から

７月にかけて、市内のまちづくり協議会の会長さん

や自治公民館長さんに説明をなされており、また、

定期検査に当たっては知事要望内容とその対応につ
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いて、各家庭に資料が配布されたところであります。 

 いずれにいたしましても、福田道代議員がおっし

ゃいますとおり、引き続きこの原発にかかわること

については機会を捉えて丁寧な説明に努めるように、

九電に対しては議長、議会の皆さんともどもお願い

をしてまいりたいと考えております。 

○２番（福田道代君） 具体的な問題と申しますと

もう一つあるわけですけれども、避難計画の問題で

すね。今回、全国で15原発の過酷事故と地震などに

よる複合災害が発生したという想定をいたしまして、

原発の30キロ圏内の全住民が圏外に車で一斉に避難

した場合の所要時間を、交通権学会の上岡直見会長、

法政大学の非常勤講師ですけれども、この方が試算

をされました。一番避難できない状況にあるのは九

州電力の川内原発で、道路機能に低下がない通常時

が22時間20分、10％低下時が3.6倍の81時間10分と

いうことで、全国で一番大変な状況で、これは移動

できないと。これは複合災害を想定した場合ですけ

れども、このような実態が明らかにされております。 

 具体的に避難計画というのは住民の被曝を前提と

していて、熊本地震の経験に照らしても実効性はな

かなかなくて、あそこの場合は放射能の被害という

か過酷事故は起きなかったんですけれども、実効性

はなく、命と暮らしを守ることはできないというよ

うな状況です。 

 そして、原子力防災計画の欠落として、アメリカ

では原子力防災計画の策定が許可の要件の中に含ま

れているということがはっきりしているんですけど、

日本の場合はそれが地方自治体に任されているとい

う実態もここには反映されております。 

 そういうような中で、この10月でしたかね、新聞

で、災害が起きたときに鹿児島県の13市町村の福祉

避難所の確保がゼロだったということもありました。

いちき串木野市がゼロで、なかなか配置できる職員

も不足して、見通しが立っていないということで、

防災課長の記事上での報告がありましたけれども、

そういうような状況について具体的な方向性を、今

やろうとしているのかということでお尋ねいたしま

す。 

○議長（中里純人君） 福田議員に申し上げます。

ただいまの質問は通告外となっていますので注意い

たします。次に進んでください。 

○２番（福田道代君） 安全性を進めるということ

で避難計画というのも入るんじゃないんですか。そ

このところは。 

○議長（中里純人君） 福田議員、説明会を実施す

べきではないかということですので。 

○２番（福田道代君） 安全性の問題と関係あると

思うんですけど。変更いたします。 

 そういう意味では、説明会ということでは具体的

な、再稼働をする前に幾つか先ほど私が申しました

けれども、そういう内容について説明を九電からさ

せる必要があるんじゃないかなと思います。これは

総務委員会だけではなくて、全議員にということも

含めてですけれども、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 原発に関しまして、やはり

丁寧な説明をしてほしいというのは、これは福田道

代議員、全く同感であります。そういった思いであ

りますので、先ほどから申し上げておりますとおり、

住民の目線に立ってわかりやすい内容で説明をして

ほしいということは、議長ともども九電のほうにお

願いをしたところであります。そのことを受けまし

て、九州電力におかれては６月から７月にかけて、

市内のまちづくり協議会の会長さんや自治公民館長

さん方に説明がなされており、また、今回の定期検

査に当たっては知事の要望内容とその対応について

各家庭に資料が配布されたところであります。 

 いずれにいたしましても、今後とも住民目線に立

って不安を払拭するように説明に努めてもらいたい

ということは、これからも議長ともども議会の皆さ

んと一緒に九電に対して要望してまいりたいと考え

ております。 

○２番（福田道代君） わかりました。ただ、さま

ざまな人たちの声で、川内原発はいろいろと状況的

にも不安があるので再稼働はストップしてほしいと

いう声がずっと続いておりますけれども、今晩、１

号機は再稼働の方向へ進んでいって、また私たちは

大変不安な思いをしなければならないなというよう

な状況がいたします。 

 ただ、先ほど市長の中に新規制基準という問題で、
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規制委員会が一番科学的な内容に伴った組織だとい

うようなお話がありましたけれども、この問題は以

前の規制委員会よりも緩やかになっているというこ

とで、これに適合しても原発の安全性は確保されて

おりませんし、合理性を欠きます。もう一度そうい

うような立場に立っていただいて、本当に安全な検

証をやった後の再稼働であるかどうか考えていただ

きたいと思います。 

 市民の目線で見たときにはやはり安全・安心とい

うところの新規制基準にはなっていないと思ってお

ります。再稼働を行ってまいります川内原発が本当

に事故がないことを私は祈っていきますし、それと

再生可能エネルギーへの大きな転換を望んでいきた

いと思います。 

○議長（中里純人君） 福田議員、質問の途中です

が、ここで昼食のため休憩します。 

 再開は午後１時15分とします。 

             休憩 午前11時55分 

             ───────── 

             再開 午後１時15分 

○議長（中里純人君） 休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 引き続き福田道代議員、質問を行ってください。 

○２番（福田道代君） 先ほど原発の問題で質問い

たしましたが、規制委員会の問題について、最後に

ちょっと触れておきたいと思います。 

 「規制委員会が絶対の安全性は保障できないとし

ていますが、ではどのような根拠で軽水炉の利用に

認可を与えるのか、事故が起きた場合の認可責任は

どのようにとるのか明確に行うべきです」というの

は、元中央大学の核燃料化学の舘野淳という教授が

言っていらっしゃるんですけれども、「そういう中

で十分な国民の合意を得ないままに規制基準が作成

され、いつの間にか規制委員会が裁量権を持つと宣

言しています。これは国民の生命財産を守るという

原子炉などの規制法の精神からも不当と言わざるを

得ません」ということで、新規制基準の問題につい

て解説をしております。こういうような内容もあり

まして、やはり科学的という捉え方とはちょっと違

うんじゃないかなということで、意見として述べて

おきたいと思います。 

 次に入りますけれども、二つ目の神村学園前駅の

横断歩道橋建設について伺います。 

 神村学園前駅に横断歩道橋と連絡通路の建設計画

がありますが、これまでの経緯と今後の計画につい

て伺っていきたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 神村学園前の横断歩道橋建

設につきましては、これまでその都度、経緯につい

て議員の皆様に御報告を申し上げ、御意見を賜って

きたところであります。 

 全国的に歩行者が巻き込まれる交通事故が発生し

ていることから、この箇所におきましても神村学園

前駅周辺の歩行者の現状が危険な状態であり、また

高齢化の進む地域においては、ドライバーによる運

転操作ミスなどによる交通事故等の心配があること

から、照島地区まちづくり協議会からも横断歩道橋

の要望が出されております。市といたしましては、

交通安全対策が必要なことから議会の皆様に報告を

してまいりました。 

 それでは、経緯について説明を申し上げます。こ

れは以下、議会の皆さんに全協で説明してきた内容

でありますが、平成27年７月、ＪＲ神村学園前駅の

交差点に横断歩道橋設置の要望が神村学園からあり

ましたので、照島地区まちづくり協議会からの横断

歩道橋設置の要望も添えまして、平成27年10月、国

道事務所に要望を行いました。 

 国道事務所からの回答につきましては、横断歩道

橋への誘導を高め交通安全性を図るために、神村学

園前駅から直接連絡通路を設置した一連の横断歩道

橋とし、この連絡通路については地元で設置してく

ださいとのことでありました。 

 次に、建設に伴う概算事業費は、当初公共事業で

進めたときを想定しまして１億2,000万円を試算し

ました。連絡通路の概算事業費が高いことから議会

の皆さん方からも御指摘、御意見をいただき、その

後、設計仕様や建設手法を検討いたしまして、発注

に当たっては神村学園側で設計と工事を執行すると

いう、いわゆる民間の手でということで、事業費に

ついては7,500万円程度を見込んでおります。 

 次に、この連絡通路建設に伴う負担の割合につい
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ては、事業費の一部を補助する方式とすることで市

が４、神村学園６の割合としたところであります。

現時点で市の負担額は3,000万円程度を見込んでお

ります。 

 なお、連絡通路は完成後に神村学園からいちき串

木野市への移管手続を行う予定としております。 

 次に、今後の計画につきましては、国道事務所や

関係機関との具体的な協議を進めており、横断歩道

橋の早期完成を国道事務所に要望しております。ま

た、国道事務所からは、市の要望を受け早期事業化

に向けた予算要求を行っていると報告を受けており

ます。 

 なお、駅と横断歩道橋を結ぶ連絡通路の工事につ

いては、国道の歩道橋の工事進捗を見ながら進めて

まいります。 

 この交通安全施設が完成することで、神村学園前

駅出口付近の、特に通学時間帯における交通渋滞の

緩和と事故防止等が図られることが期待をされます

ので、早期の着工、完成に向けて取り組んでまいり

たいと考えております。 

○２番（福田道代君） 神村学園の歩道橋がさまざ

まな交通安全の対策として必要だということで、こ

こに歩道橋をつけるという要望を持って10月に鹿児

島の国道事務所に行かれたということですけれども、

10月の時点で要望書を持っていかれたときに、国土

交通省としては通路については地元が設置をしてく

ださいという話が具体的にあったんですか。そこの

ところを。 

○都市計画課長（久徳 工君） 要望書を提出する

ときもですが、その前にもいろいろ協議をしておる

んですけれども、神村学園前駅とそこの連絡橋と一

連ということで整備していくということでありまし

たので、要望書のときもですけれども、その前から

協議をしているところでございます。 

○２番（福田道代君） 神村学園のその通路に当た

っては、国土交通省の交通担当の方は、交通対策課

ですか、いちき串木野市として通路をつけるので歩

道橋をつくっていただきたいというような話だった

というふうに伺っておりますけれども、それについ

てはどうですか。 

○都市計画課長（久徳 工君） 昨年12月でござい

ますけれども、そのときも国道事務所と、要望が出

た時点でも協議をしております。その時点でも連絡

橋につきましては、一連の歩道橋ということで整備

していくということで聞き、今まで国道事務所と話

をしてきたところでございます。 

○２番（福田道代君） いちき串木野市のほうから

それをつけるので歩道橋をつくってほしいというよ

うなお話を伺いましたということで言って、それが

10月の要望書を持ってこられたときにそういう話だ

ったというようなことですけれども、私が担当の方

にお伺いしたのは。ちょっとそこらあたりが。もう

一回。 

○都市計画課長（久徳 工君） そこの協議をする

中では我々はその一連ということで整備していくと。

一連の施設として整備しますということで国道事務

所のほうから聞いて、そのように進めてまいったと

ころでございます。 

○２番（福田道代君） 多分全体と駅前の構想とい

うことも含まれるかもわかりませんけれども、一応

そういう施設として整備をするので、そういう歩道

橋の設置をということになったわけですよね。 

○都市計画課長（久徳 工君） 当初は市といたし

ましては横断歩道橋のみの要望でございました。そ

れとまちづくり協議会も同様、横断歩道橋のみの要

望をしておりました。その整備をしていく中では連

絡通路も一連だということで国道事務所のほうから

回答を得まして、このように進めてまいったところ

でございます。 

○２番（福田道代君） わかりました。市長はそこ

はただ単に歩道橋だけではなかなか、しようという

のではちょっと不十分さが残るかなというのもある

ので、多分そういうような流れだったかもわかりま

せんけれども。 

 歩道橋の問題は地域の住民にとってもというよう

な市長のお話もありましたけれども、歩道橋の場合

はほとんど地域の住民は利用しないというような、

多分そういうふうな歩道橋に。階段を上がって駅に

行くということではなくて、みんなエレベーターを

使って。高齢化しているし。それと、早目に歩道か
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らロータリーのほうに入って、高齢者とか通勤者は

エレベーターを使うとか階段を使うというのが市民

の今の使用状況なんですね。 

 だから、神村学園の方たち、高校生、専門学生た

ちの通学路という形での歩道橋の利用にほとんど限

ってくるんじゃないかなと思うんですけれども、そ

ういう中で、私が２回ほど登校時の状況をチェック

したのでは、８時５分の340名ぐらいというのが一

番多かったんですね。そこは信号を一応先生たちが

指導して、そして神村学園のほうの横断歩道を渡っ

て、それから学校の校門に入るというような通学路

の設定をしておられました。 

 しかし、実際にそれを上の歩道と下の神村学園の

校門側と分けたら十分に、それで８時５分から15分

間、３回ぐらいの信号が変わると、全員がその状態

では校門に入れる状況なんですね。ところが、二つ

に分けたら、そんなに時間は10分もかからないよう

な状況になっているわけなんですけれども。そうい

うような今の、歩道橋の建設に当たっては実態とし

てはそういうのがあります。 

 先ほど市長が言われましたように、今、相当いろ

いろな車の高齢者の事故が起こっておりますので、

そういうことも懸念されて多分、横断歩道というこ

とで言われているんだと思うんですけれども、今の

状況の中では設置予定がいつぐらいになるかという

のは。今現在は一番多いのが300人を超えるのが８

時５分の電車だけなんですけれども、今後の問題と

して子供たちの数は全体的に減ってきていますし、

神村だけが増えていくという状況は余りあり得ない

なと思うんですが、そういうような中で、いつぐら

いに。それは今の国土交通省との予算の関係とかも

含めていろいろと対応があると思うんですけれども、

建設予定はいつぐらいになるんですか。 

○都市計画課長（久徳 工君） 今、国道事務所の

ほうは早期事業化の実現に向けて予算要求をやって

いるということで聞いております。この年度につき

ましては、詳しくは何年度ということは申し上げら

れないということですけれども、早期実現に向けて

取り組んでいきますと聞いております。 

○２番（福田道代君） わかりました。何年度とい

うことでは具体的には、それぞれいろいろと要望も

あるかと思いますし、その順番もあるかと思います

が、ただ、この神村学園の横断歩道というのは、何

か周りの人たちから見たら本当にそんなに早急に急

がれて、そこに金額的には3,000万円というお金を

注ぎ込む必要があるのかなというような意見もあち

こちで聞かれております。 

 やはりいちき串木野に通う子供たちではあっても、

いちき串木野の子供たちが、先ほど午前中もありま

したけれども、１億円以上のお金がかかる空調の問

題とか、私が９月に質問をいたしまして、お金がな

いからと市長に言われました返還しないでも済む奨

学金の問題とか、そういう本市の子供たちの状況が

もっと先にいろいろと問題とされるべきじゃないか

なと思います。この問題についても、４対６という

負担割合にしても、市民の中にはさまざまな意見も

ございます。 

 ここらあたりは決まった問題とはせずに、順番も

含めて、そういうような市長のお考えは、あと検討

される余地はないでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 私は、国道事務所とされて

は、やはり責任ある立場で、昨今特に頻発する交通

事故による余りに痛ましい惨禍を繰り返すことのな

いように、交通事故の未然防止のため、交通安全対

策として真剣に誠心誠意取り組んでいただいている

と思っております。私ども市といたしましても、こ

のような交通事故防止のため、交通事故安全対策と

して、あるいはまた３号線の車の渋滞の緩和といい

ますか、車のスムーズな流れといいますか、そうい

った点からも市としてやっぱり急いでこの事業は取

り組むべきだと考えております。 

○２番（福田道代君） 市長のお考えはそういうこ

とで考えておきたいと思います。 

 ３番目に、いちき串木野電力についてお伺いいた

します。 

 このいちき串木野電力は、電力使用量の収益によ

って住民サービス改善に活用するとありますが、具

体的な内容についてお伺いをいたします。 

○政策課長（満薗健士郎君） いちき串木野電力の

住民サービスの改善についてでございます。 
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 いちき串木野電力は、去る10月21日に新体制が発

足いたしまして、11月１日から事業開始したところ

でございます。 

 公共サービスの住民サービスのことでございます

けれども、現在、子育て支援世帯への基本料金の２

年無料とかいうことで売り出しをいたしまして好評

をいただいております。その他のサービスにつきま

しては現時点では、開始時期でありますとか、具体

的な内容は決まっておりませんけれども、まず経営

が安定いたしましてから事業実施を検討してまいり

たいと思っているところでございます。 

 現在想定しております内容といたしましては、た

だいまの子育てのほかに、高齢者に対する買い物支

援でございますとか、見守り、あるいは安心・安全

で快適な暮らしにつながるようなことについて、地

域の皆様の協力をいただきながら地域全体で支えて

いく、そういう生活支援の仕組みに対しまして支援

ができないかなということでございます。とりあえ

ずはやはり事業の採算性を考慮した上で、その電力

事業の中から発生する収益をどのような形で市民サ

ービスのメニューに活用できるかなどを考えている

ところでございます。 

○２番（福田道代君） さまざまに今後、買い物、

見守り、地域の皆さん方と協力をしながら進めてい

くということはいいんですけれども、やはり具体的

な計画がもう少しきちんと定まっていないと、なか

なか市民はわかりにくいから、このいちき串木野発

電所のほうに足がなかなか向かないようなところが

あるんじゃないかなと思います。 

 例えば、もう少しわかりやすいというのか、この

パンフレットの中で、生活支援サービス、住民サー

ビスへの還元を検討中、検討中という言葉がやはり

ちょっと問題かなと思うんですよね。検討中じゃな

くてもう少し、こういうことはやりますとか、何か

一つその目玉の内容がなかったら、なかなか市民の

中に、目指す姿というのが書かれてはいるんですけ

ど、見えてこないんじゃないかなと思うんですけれ

ども。 

 その点については、大体何世帯ぐらいが加入した

らどういうふうな動きになるとかという、具体的な

計画は立てられてないんですか。 

○政策課長（満薗健士郎君） 具体的なメニューに

つきましては、先ほども申し上げましたように、や

はり11月から実際に販売、営業を開始をしたことも

ございまして、今、加入に努めております。それで

以前、皆様にも少しお話をいたしました子育て支援

のことでございますとか、高齢者の見守りのこと、

それからコミュニティでいろいろな活動をすること

について、あるいは高齢者の買い物弱者とか言われ

る方々についての支援といったものを検討できない

かなと思っております。 

 それで、事業の採算性の関係につきましては、当

初の安定的な稼働、あるいは収益が上げられる見込

みというのが一つの目標でございますから、高圧の

電力の契約でしますと大体5,000キロワットという

のを一つの目安と考えております。11月末現在で

1,500キロワット程度の加入をいただいております

ので、まだそこに達していない状況でございます。 

 契約が増えてきますにつれて、収益の安定あるい

は収益の確保が図られてまいりますので、その収益

の状況を見ながら、どのサービスをいつごろ始めた

らいいんだろうか、あるいは皆様のニーズを聞きな

がら、どのサービスをどの程度できるかなというの

を検討していきたいと考えております。 

○２番（福田道代君） なかなか民間でやるという

のは大変な仕事だろうなとは思うんですけれども、

だけど、やはり民間といちき串木野市がかかわる仕

事ですので、住民にとっては相当そのサービスの問

題というのは、役所がかかわっているから、いろい

ろなことが還元されるだろうなというような思いも

あると思いますので、そこらあたりは具体的にもう

少し内容があるパンフレットというのを。 

 私もいちき串木野電力に行ったんですけれども、

このパンフレットと申込書と、あとは口座振替の三

つしかもらえなくて、そして具体的にこういうこと

になりますよという話は全然聞こえてこなかった、

聞かれなかったんです。だから、もう少しそういう

ようなことを、今後の問題として、あそこの中の職

員の人たちの十分な教育が要るんじゃないかなと思

います。 
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 ２番目に入っていきたいと思います。 

 20アンペア以下の世帯は契約の中では今、対象外

となっているわけなんですけれども、今後契約対象

の拡充はされないのかということでちょっとお尋ね

して、後で調べましたら、今後の検討課題になって

いたんですけれども、このパンフレットで見ました

らね。これは今後の問題としてどのような方向に行

かれるんでしょうか。 

○政策課長（満薗健士郎君） 20アンペア以下の世

帯につきましては当初、この11月１日からの売り出

しの時点では加入対象としていないところでござい

ます。その理由といたしましては、20アンペアの世

帯の方々に契約をお勧めいたした場合に、こちらの

いちき串木野電力の事業採算性に見合う料金設定を

しようとしますと、20アンペア以下の方の場合です

と、今まで加入していただいていらっしゃる電力料

金よりも高く設定せざるを得ないといったようなこ

とになりまして、現在利用されている20アンペアの

方にとっては不利益になるということがございます

ので、それをあえてお勧めするということはできな

いんじゃないかという判断で、20アンペアの方のと

ころは対象外としたところでございます。 

 ただ、先ほどからも申し上げておりますように、

加入世帯が増えたり、契約電力の量が増えてきます

と、ある程度収益が上がってまいりますので、そう

いった中で生活支援サービスの拡充、それから20ア

ンペア以下の家庭の世帯への拡大ということにつき

ましても、その事業の採算性を見ながら、ここまで

だったら可能ではないかとかいったようなことで、

今後検討してまいることになると思います。 

 ただ、先ほどから申し上げておりますように、11

月から始まりまして、今、加入をどんどん進めてい

る状況でございますので、それらの判断あるいは検

討するのにはまだしばらく時間がかかるといったよ

うな状況でございます。 

○２番（福田道代君） これもやはり加入者の数の

関係も影響してくるんじゃないかなと思うんですけ

れども、今、私の手元にありますグリーンコープの

電気ですね。これは再生可能エネルギーですけど、

太陽光とかいうのはグリーンコープは10アンペアか

ら一応参加できるということです。太陽ガスは、15

アンペアからという形です。この前ちょっと全協で

お聞きしたときも、それはマイナスを見込んでそう

いうふうな対応をしていると言われましたけれども。 

 やはり市民の方々にとって本当に利便性があって、

福祉も含めてかかわってもらえるというか、生活な

どの支援もしてもらえるというのは、高齢者が多い

んじゃないかなと思うんですね。そういう人たちは

やはり、アンペア数としたら20アンペア以下の人た

ちで、先日も2,000世帯ぐらいその方たちがいらっ

しゃるということをお聞きいたしましたけれども、

そういう人たちにとっては、この分野というのは欠

かせないものです。福祉とか、そういう高齢者にな

っていろいろな援助をしてもらえるということが。

やはり市がやる電力会社ですので、そういうあたり

の内容もきちんと受けとめていかなければいけない

んじゃないかなと思うんですけれども。 

 そこらあたりなども検討をいろいろされたとは思

うんですけれども、やはりそういう中でも結局は九

電からの電気を利用したほうが安いというふうにな

っていったんですかね。 

○政策課長（満薗健士郎君） 先ほども申し上げま

したように、いちき串木野電力は市が過半を出資し

ての会社でございますので、広く市民の方々にサー

ビスを提供したいということでございますが、やは

り会社でございますので、採算を度外視してまでも

ということになりますと、そこにはおのずと限界が

ございますから、まず採算性をとるために、一生懸

命コストの削減も行いますし、それから加入世帯の

促進に努めまして、たくさんの電力収益がある電力

の獲得を行います。それによりまして、収益が上が

ってまいりましたら、いちき串木野電力ということ

で市が出資した会社でございますので、少しでも広

く市民の方々に恩恵が行き渡るようなことについて

考えてまいりたいと思います。 

 ただ、先ほどから申し上げますように、まず採算

性を優先させていただいて、収益が上がる状況、経

営が安定する状況まで、まずは努力させていただき

たいと考えております。 

○２番（福田道代君） この収益が上がるというの
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は、高圧電気で5,000キロワットということが目安

でいいんですね。 

○政策課長（満薗健士郎君） 先ほど申し上げまし

たが、一応スタートの段階では大体高圧施設につき

まして5,000キロワット以上の契約がいただければ

大体安定的な稼働ができるのではないかということ

で考えておりますけれども、現在1,500キロワット

という状況でございます。 

○２番（福田道代君） そういう中で３番目に入り

ますけど、一般市民に向けた具体的な説明会という

か、そういうのを開催する必要があるんじゃないか

なと思うんですね。やはり周知を図っていく、徹底

していくというのが、市がかかわる発電所ですので、

大事じゃないかなと思います。 

 そういう問題で、広報にも入りましたけれども、

なかなか十分に見ていらっしゃらなくて、そういう

発電所ができたんですかみたいな、まだそういう意

識の方がいらっしゃいます。その点についてはいか

がですか。 

○政策課長（満薗健士郎君） 一般の市民の皆様向

けの説明、周知、あるいはＰＲということでござい

ますけれども、これまでも市民の皆様への説明会と

いうことで、まずはまちづくり協議会の連絡会のほ

うに説明をさせていただきました。そのほか、女性

団体でありますとか高齢者の団体、あるいは民生委

員児童委員の皆様などなど、合計で今まで14回、約

600名の方々に説明を聞いていただいております。

そのほか、先ほど言われました11月20日の広報紙へ

の掲載もさせていただきました。また、先月まで開

催されました市政懇話会におきましては、出された

テーマのほかに、このいちき串木野電力に関する情

報を皆様にお話をさせていただいて周知に努めてき

たところでございます。 

 今後、市民の皆様向けの説明会につきましては、

引き続きまちづくり協議会のほうにも協力をいただ

きますし、それから各公民館のほうにもこういうこ

とがありますのでお話を聞いていただく機会を設け

てくださいといったようなことで呼びかけていく予

定でおります。 

 そのほかの市内の事業所でありますとか、あるい

は子育て世帯が多く訪れる保育施設でございますと

か、あるいは新生児の健診の際など、いろいろなと

ころでパンフレットなども配布いたしまして、加入

促進に努めていきたいということで、今後もあらゆ

る機会を捉えて、そういうＰＲ、周知を図ってまい

りたいと考えております。 

○２番（福田道代君） いろいろなところで周知徹

底を行っていただけたらと思います。まだ1,000人

ぐらいの方しか、いろいろと知っておられないよう

な状況なので、各公民館とか地域も含めて、さまざ

まな対応をお願いしたいと思います。 

 次に入ってまいりますけれども、４番目の就学援

助の制度についてでございます。 

 本市では就学援助費の支給時期が９月下旬となっ

ているんですが、遅いのではないかなという気がい

たします。支給時期を改善する考えはないか、お伺

いいたします。 

○教育長（有村 孝君） 就学援助費の支給時期に

ついてでございますが、就学援助費の中に給食費も

含まれていることから、現在は御指摘のとおり支給

対象児童生徒の１学期の給食日数を７月末に確認し

た後に支給準備を進めております。そのため、１回

目を９月上旬に支給しているところでございます。 

 しかしながら、この制度の趣旨を考慮しますと、

できるだけ早く支給する必要があると考えますので、

来年度から学校との調整を図るとともに、給食費を

概算して支給額を早目に決定するなどして、１回目

をできるだけ早く支給できるように検討したいと考

えているところでございます。 

○２番（福田道代君） できるだけ早くお願いした

いです。19市の中で、いちき串木野だけが９月とい

うことになっているわけですね。ほかは６月とか７

月に、そういう就学援助のお金が渡されているとい

う状況ですので、教育長、それぐらいの６月とか７

月ぐらいにできる状況でしょうか。 

○教育長（有村 孝君） 先ほど申しましたように、

給食費も含まれておりますので、例えば１学期に長

期欠席等した場合、給食費が免除されます。そうし

ますと、早目に払っていればまた戻しをせないかん

という事務的な手続等もございます。ですから、早
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いところもいろいろあると思うんですが、何月とは

言えませんけれども、できるだけ早く、給食日数等

の確定につきましても検討して、一日でも早く、こ

の趣旨を活かして支給できるように進めてまいりた

いと思っております。 

○２番（福田道代君） それと、就学援助の中で入

学金準備金というのがあるんですけれども、この改

善の動きが国会の中でも今、今度の予算の概要は、

入学金の準備金などが引き上がっていっているとい

うのが17年度予算の概算で入っているんですけれど

も、ここがほぼ倍額に引き上げる方向だということ

です。これは朝日新聞も10月８日付で報道している

みたいですけれども。 

 そういうような中で、この入学準備金というもの

の現状ですね。それも本市は一応９月ということに

なっておりましたけれども、それについてはいかが

でしょうか。 

○学校教育課長（松山隆志君） 今、御質問は新入

学児童生徒学用品費になるかと思いますが、この学

用品費を含む就学援助費の支給認定につきましては、

前年度の所得などをもとに算定し、認定を進めてお

ります。この個人住民税の賦課決定が６月１日とな

りますので、所得をもとに認定事務を終えるのは、

早くても６月10日を過ぎることになります。 

 さらに、支給の準備につきましても時間、あるい

は日数を要することでございますので、今後は、先

ほど教育長申し上げましたように他の学年同様、で

きるだけ早く支給できるに検討してまいりたいと考

えているところでございます。 

○２番（福田道代君） 小学校の入学時に当たって

は、なかなかその親の収入の関係などありまして、

ちょっとわかりづらいと思うんですけれども、中学

校の入学時に当たっては前年度ということで、具体

的にそれに基づいて中学校は３月に、入学の準備の

ときにお金が支給されているという自治体もあるん

ですけれども、その点についてはいかがですか。 

○学校教育課長（松山隆志君） 新入学生徒、中学

生ですが、生徒の学用品費の支給時期については、

小学校６年生のときに中学校１年生に対する新入学

生徒学用品費を支給いたしますと、例えば中学校入

学後に前年度の収入等によって認定されない場合も

ございます。そうした場合、返納していただく世帯

が発生する可能性もございます。それから、４月に

なって本市の中学校へ進学しなかった場合も考えら

れます。その際は３月に支給しておりますと、その

学用品費を返納してもらうことになるなどの課題も

考えられます。 

 したがいまして、先ほど申し上げましたように新

入学生徒学用品費につきましても、そのほかの就学

援助費と一緒にできるだけ早く支給できるように検

討してまいりたいと考えているところでございます。 

○２番（福田道代君） 今、お答えがあった内容で

すけれども、文科省は児童生徒が必要とする時期に

支給されるように市長村に働きかけるということを、

この９月の国会の中でも約束をしています。そうい

うことを捉えて本市の関係も、いろいろな今課長が

言われたような状態も出てくる可能もあるかもわか

りませんけれども。 

 中学校に入るときの入学の準備の費用というのは、

なかなか相当の金額が必要だと言われております。

その金額というのは、中学校は幾らぐらいかかるん

ですか。 

○学校教育課長（松山隆志君） 今の御質問の新入

学生徒、中学校の学用品費につきましては、現在２

万3,550円の支給になってございます。 

○２番（福田道代君） 全体で大体、ちょっと私が

聞いたところは10万円でおつりが来るぐらいかかる

というような親御さんもいらっしゃいましたけれど

も。 

 そういうような中で、特に今回の場合は、先ほど

私が申しましたけれども、17年度予算の概算要求で

入学準備金をほぼ倍額に引き上げる方向ということ

で要求がされておりますので、そういう内容なども

勘案をして、子供たちが本当に安心して入学できる

ような状況をつくっていってほしいと思います。 

 そのあたりは教育委員会の皆さん方で頑張ってい

ただいて、お金の関係もそうですけれども、子供た

ちに対しての問題としてもきちんと捉えていただき

たいと思います。 

 以上をもって質問を終わります。 
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○議長（中里純人君） 次に、東育代議員の発言を

許します。 

   ［11番東 育代君登壇］ 

○11番（東 育代君） 皆様、こんにちは。私は二

点の質問をし、市長の見解を求めます。 

 初めに、防災・減災についての質問です。 

 去る10月30日、11月１日にかけて、熊本市で九州

地区地域婦人大会が開催され、参加いたしました。

大会では、熊本地震災害の教訓を後世に伝えるため

に、想定外は許されない。本気で本番の防災教育を

と、分科会の統一テーマを掲げられ、避けられない

天災、しかし防災・減災はできるという可能性の限

界を追求したいなどと、活発な討議や事例発表があ

りました。 

 発震時、何も動けなかった、何もできなかった。

発生することは考えていなかったので、日ごろから

もう少し真剣に学習しておけばよかった。ボランテ

ィアの人に何でもしてもらうのではなくて、自主的

に当番などする必要があった。現場でのリーダーが

必要だ。持ち出し品、避難場所などわかっていたの

に準備不足だった。また、行政・社協などと連携が

うまくできていなかったなどなど、会員の生の声を

お聞きし、本番の防災教育について本気で取り組む

姿勢、重要性を強く訴えられました。 

 地域づくりの中で、避けられない天災、しかし、

防災・減災はできるという意識を共有し、地域力を

高めていかなければならないと改めて思いました。 

 熊本県では、各自治体で防災士の養成を推進され

ていました。多くの認証を受けた人たちが積極的に

防災教育など地域の中での取り組みをなさっておら

れるようでした。自助・共助・協働を原則として、

社会や地域の中で、防災力を高めるための活動を期

待し、十分な意識と一定の知識・技能を習得、認定

を受けた防災士が身近にいることは、安心・安全な

地域づくりにつながると思いました。県内に1,000

人を超す防災士の認証を受けた人たちが活躍してい

るようです。 

 そこで、本市での防災士の取り組み状況はどうか、

本市でもこのような防災士の養成を行う考えはない

か伺います。 

 以上で壇上からの質問を終わります。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 東育代議員の御質問にお答

えいたします。 

 防災士とは、ＮＰＯ法人日本防災士機構が認定す

る民間資格であります。平成15年の認定開始以降、

平成28年11月末現在、鹿児島県内で1,056名、その

うち、いちき串木野市内で７名の防災士が認定され

ております。 

 一方、鹿児島県では、防災に関する実践的知識と

技術を有し、地域における自主防災組織の結成や防

災活動の指導的役割を担う地域防災推進員の育成に

努めているところであります。地域防災リーダー養

成講座の受講者を地域防災推進員として認定し、ス

テップアップ研修会等を行いながら、地域の防災リ

ーダーとしての活動をお願いしているところであり

ます。 

 市としましては、今後も県が育成を進めている地

域防災推進員制度について、市民の方々にも広く周

知し、積極的に地域防災推進員の育成を図り、地域

の防災体制強化に努めてまいりたいと思います。 

○11番（東 育代君） 防災士の取り組み、また防

災士の状況、現状をお聞きいたしました。県内で

1,056名、本市では７名ということですが、鹿児島

県の取り組みの中では、市では地域防災推進員とい

うことでの取り組みとお聞きいたしました。 

 災害の発生は時と場所を選びません。今は組織的

に防災士の取得をする動きがあるようです。全国の

約２万人の郵便局長全員が、地域の大きな力となる

ことを目指して、10年間で全て防災士となることを

目指した取り組みが始まっているとお聞きいたしま

した。多分、本市の７名もこの関連の方かなと思う

ところです。 

 熊本の事例を紹介し質問いたしました。熊本地震

を経験した人たちの声を聞きましたが、災害が発生

したときに避難所等で現場ではリーダーさんが必要

とお話をされました。日ごろの防災・減災教育が重

要のようです。 

 市が取り組んでいる地域防災推進員さんですが、

本市に今何人ぐらいいらっしゃるのか。また、この
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方々の地域での防災・減災教育への取り組みや活動

について、いかがでしょうか。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 現在、市の

地域防災推進員は地域で９名、これは主に自治公民

館長さんが認定されている状況でございます。その

ほか市の職員が８名認定されておりまして、合計で

17名となっております。地域防災につきましては、

自主防災組織の結成、運営とか、活動促進、災害時

の避難誘導、避難体制の確立のための助言等、指導

的な役割をお願いしているという状況でございます。 

○11番（東 育代君） 御答弁いただきました。17

名の方が認定を受けているということで、主には助

言、指導ということです。 

 熊本でお聞きしたときに、防災士の方が地域の中

の研修会等で講師を務めたりしながら地域力を高め

る取り組みを担っていらっしゃいました。いつどこ

で発生するか予測できないのが災害です。発生する

ことを考えていなかったので、今から日ごろからも

う少し真剣に学習しておけばよかったと、被災地の

声は先ほどお話しいたしました。 

 この本市での地域防災員さんの取り組みを推進し、

地域での活躍によって市民の防災・減災に対しての

意識が高まることを期待しているんですが、今後の

この地域防災員さんの取り組みについて、どのよう

にお考えなのかお聞きします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 先ほども申

しましたけれども、地域防災推進員につきましては、

地域における自主防災組織の結成、運営、さらには

自主防災組織の活動の促進、また、災害発生時の避

難誘導、避難体制の確立のための助言とか指導、さ

らに被害の未然防止、軽減に向けた普及啓発活動な

ど指導的役割をお願いしているところでございます。 

 市といたしましても、現在、出前講座等を行って

おりますので、この出前講座等を通じまして、地域

防災推進員、またあるいは防災士とも連携を図りな

がら、地域での防災・減災教育に努めてまいりたい

と考えております。 

○11番（東 育代君） ぜひ地域防災推進員の活躍

を期待したいと思います。 

 次に、自主防災組織の推進に向けた取り組みにつ

いて伺います。 

 今回の大会に参加して、東京大学名誉教授であり、

熊本県立劇場館長の姜尚中先生の記念講演がありま

した。その中で、世界中で発生する地震の10％が日

本に集中している。だから、震災を覚悟して生きて

いかなければならない。さらに、不安は孤立の中か

ら生まれる。地域社会のネットワークが大事とお話

をされました。 

 自分たちの地域は自分たちで守るという基本に沿

って、自治公民館単位での自主防災組織の取り組み

があるようにお聞きしておりますが、本市の自主防

災組織の設置状況や自主防災組織の取り組みの現状

をお聞きいたします。あわせて、自主防災組織の取

り組みの推進をなさっているようですが、市として

自主防災組織の設置目標があればお聞きします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 本市におけ

る自主防災組織でございますが、３地区、23自治公

民館、１婦人防火クラブの計27組織となっておりま

す。組織の設置目標といたしましては、公民館が

143あるわけでございますが、この143全ての自治公

民館が単独で、または地区の一員として自主防災組

織に参加してもらうことを目標としているところで

ございます。広報紙や出前講座等を通じまして、自

主防災組織の結成に向けた働きかけを行うとともに、

活動助成金の交付など自主防災組織の活動支援に現

在努めており、平成26年度以降、７組織が新たに発

足している状況もございますので、今後も引き続き

組織の結成、充実に取り組み、組織率の向上を図っ

てまいりたいと考えております。 

○11番（東 育代君） 23自治公民館、これは平成

27年度の７公民館を入れて23ということでよろしい

んですね。143公民館がある中で23というのは、ま

だかなり時間がかかるのかなという思いをしながら

聞いているんですが。 

 先ほどの設置目標は全て単独で、あるいは周辺の

小さい公民館は一緒になってということでしょうが、

全ての地域における組織の設置ということで目標は

あるんですが、一応何年度ぐらいまでにはこれをし

たいなとか、そこら辺までの目標値というのがあれ

ばお聞きします。 
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 それから、自主防災組織の取り組みの現状につい

て、今どのような、例えば防災訓練とか、具体的に

取り組みがあればお聞きします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 設置の現状

ですけれども、３地区、23自治公民館と申しました

が、これは公民館単位に直すと41公民館ですね。

143公民館ございますので、現在、組織率は公民館

単位で申しますと28.7％という状況でございますが、

いつまでというのはなかなか厳しい状況です。目標

はなかなか明確にはできませんけれども、ここ26年

度以降の３年間で７組織が増えたという状況もござ

いますので、今後、自主防災組織の結成に鋭意取り

組んでまいりたいと考えているところでございます。 

 あと、自主防災組織の取り組みでございますが、

自主防災組織におかれましては、平常時の活動とい

たしましては、防災組織の普及啓発、すなわち研修

会等への参加であったり、地域での防災訓練の実施

に寄与していただいたり、または危険箇所の点検と

か、そういう防災点検の実施を行っていただくとい

うことと、あと、防災資器材の備蓄、整備、こうい

うのにも努めていただければと考えております。 

 また、災害時におきましては、災害情報の収集・

伝達、初期消火、住民の避難誘導、負傷者の救出・

救護、救援物資の避難所への運搬・分配等について、

いろいろ御助勢をお願いしたいと考えているところ

でございます。 

○11番（東 育代君） いろいろな取り組みをされ

ているようですが、まだ28.7％ということは３割に

満たないわけですので、ぜひあとの70％、７割程度

の自治公民館等にも、このような活動の推進を、組

織づくりの推進を呼びかけていただきたいと思って

いるところでございます。 

 もう一つお聞きしますが、災害等が発生したとき

に、地域の中で最初に活動をしていただくのが地域

にいらっしゃる消防団員さんのようです。自主防災

組織や地区まちづくり協議会の組織づくりの中で、

消防団員さんの位置づけが明確になっているところ

があるのでしょうか、伺います。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 災害時にお

きましては、消防団は原則として消防本部の指揮下

に入り、消火活動はもとより、広報、避難誘導等を

行うこととされております。 

 避難行動要支援者の避難に際しましては、まちづ

くり協議会、自治公民館等と連携を図りながら避難

誘導に努めてもらうこととしているところでござい

ます。 

 また、平常時は地域の一員として、防災知識の啓

発であるとか、防災点検、防災訓練など、消防団員

として貴重な知識、経験を地域の自主防災活動に役

立てていただいているところであると捉えてはおり

ます。 

 ちなみにですが、この16地区のまちづくり協議会

のうち、まちづくり計画の中に消防分団が協議会の

構成団体と明確に明記されているところは11地区あ

ると捉えているところでございます。 

○11番（東 育代君） まち協の中で構成団体の一

員として明確に示されているところが、16地区の中

で11ということでございました。 

 なぜこういうことを言ったかと申しますと、先ほ

ど姜尚中先生の話も御紹介いたしましたが、「不安

は孤立の中から生まれる、地域社会のネットワーク

が大事」、と講演でお聞きしました。 

 自主防災組織の推進に向けた取り組みの中で、ま

た、高い知識、意識をお持ちの消防団員さんとの連

携、ネットワークの構築も重要のようです。地域に

よっては、消防団員さんの顔が見えないとの声もお

聞きしております。縦のつながりだけでなく、横の

つながりなど、地域と一体となった取り組みが今後

求められるようです。 

 自主防災組織の推進に向けた取り組みの中で、消

防団員さんとの連携を深め、防災・減災にもつなが

るような地域力アップの取り組みを期待したいとこ

ろですが、再度伺います。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 消防団員に

つきましては、いざというときには消防本部の指揮

下に入りますけれども、地域のほうで避難誘導等に

も当たりますので、地域のまちづくり協議会とか自

治公民館等と連携をとっていただいて、避難誘導等

をされるときは一緒に務めていただければというふ

うに考えております。 
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○11番（東 育代君） 次に移ります。 

 女性の視点も重要な防災会議等への女性の登用率

ということでお伺いします。 

 避難所では、乳幼児から要配慮者の方々など一緒

に生活することとなりますが、その中でのプライバ

シーの確保や備品、衛生、また避難所運営や環境、

支援体制の整備などなど、女性の視点も重要になっ

てきます。防災会議等における本市の女性の登用状

況についてお聞きします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 防災会議の

委員につきましては県や市、関係機関、団体等から

の選出で、計38名の現在構成となっております。そ

のうち女性委員が３名で、構成割合は7.9％という

状況でございます。委員定数は40名以内となってお

りますので、女性委員２名の増員を考えているとこ

ろでございます。なお、女性委員が２名増えて５名

になりますと、構成割合は12.5％ということになり

ます。 

 女性委員の拡大は男女共同参画の観点からも重要

な提言でありますので、今後も各種委員の委嘱に当

たりましては、女性委員の参画を働きかけてまいり

たいと考えております。 

○11番（東 育代君） 現在は38名の中で３名とい

うことで7.9％と。今後２人増やしていくというこ

とで御答弁をいただきました。 

 なかなか団体とか組織にお願いするときに、そこ

の組織の代表とか団体の代表が一応この委員になら

れるようですけれども、お願いされるときに、組織

であったり団体であったり、その中で女性がいらっ

しゃれば女性の方をお願いしたりとかいうことも一

つではないかと思います。 

 防災会議だけではなくて、各種審議会や委員会な

ど、女性の登用率は低いようです。女性の意見が反

映されない計画策定に不信感を抱いている者もなく

はないです。せめて３分の１ぐらいは女性の登用を

検討していただきたいと思うところです。女性の視

点を活かした誰もが安心して暮らせるような住みよ

いいちき串木野市となることを願っております。 

 次に移ります。 

 ４番目になりますが、災害時に配慮が必要な人へ

の支援体制整備が重要と思われるが、福祉避難所の

指定に向けた取り組みについてお伺いいたします。 

 新聞記事であったんですが、鹿児島県は10月20日、

災害時に高齢者や障がい者など要配慮者を受け入れ

る福祉避難所が、県内43市町村のうち13市町村で１

カ所も確保されていないと公表がありました。19市

の中では、霧島市といちき串木野市が確保できてい

ないということでございました。 

 福祉避難所は各市町村が指定するようになってお

ります。災害対策基本法に基づく国の指針には、要

配慮者が相談や助言を受けられる体制づくりや滞在

できる部屋が可能な限り確保されること等、一定の

基準が示されているようです。 

 団塊の世代が高齢者の仲間入りをすることで、高

齢化率は急増します。在宅介護、在宅医療の取り組

みを推進すると言われますが、地域で安心して生活

できる環境整備がなされないと、施設入居希望者が

ますます増えてくるのではないでしょうか。特に、

災害時に配慮が必要な人への支援体制の整備は絶対

条件のように思います。 

 福祉避難所が必要と思われる人は本市に何人ぐら

いいらっしゃるのでしょうか、お伺いします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 在宅で、一

般の避難所では生活が困難と思われる方につきまし

ては、一概には申し上げられませんけれども、立ち

上がりとか歩行とか排泄が自分一人ではできないと

される介護保険の要介護３以上を一つの基準といた

しますと、市内で在宅で約320名ほどの認定者がい

らっしゃる状況でございます。 

○11番（東 育代君） 320名という方がいらっし

ゃるわけですが、この方々が一般の避難所ではなか

なか困難かなというときに、どこに行けばいいんで

しょうかという思いがして質問をしているわけです。

なかなか厳しいですけども、在宅医療や在宅介護を

推進される、国の施策もそうですし、本市もそうで

すが、される中ではやはりここら辺はきちんと、ど

こどこに行けば福祉避難所がありますよというよう

なことも必要ではないかと思っているところですけ

れども、お伺いします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 福祉避難所
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につきましては、高齢者とか障がい者とかの避難に

際し重要であるとは捉えておりますが、現在のとこ

ろまだ指定に至ってない状況でございます。福祉施

設におきましては、その入所者の状況に加えまして、

施設職員の配置とか受け入れスペースの確保とか飲

料物の提供等を踏まえた調整も必要となってまいり

ます。今後さらに施設と協議を進めて取り組みを進

めてまいりたいと考えております。 

○11番（東 育代君） なかなか大変だと思うんで

すが、この10月の新聞によりますと、近隣の市町村

では結構確保されているんですよね。日置市でも11、

薩摩川内市でも７、多いところは、姶良市なんかは

58とか、南九州市が47とかいろいろあるんですけれ

ども。複数の福祉施設との協定を模索したけれども、

部屋や人手確保に不安があると回答されたと新聞に

もコメントされていました。公民館などの公共施設

を指定することも検討されたようですが厳しいよう

ですね。 

 他自治体と比較して本市は福祉施設、介護施設等

決して少ないとは言えないようですが、見通しが立

っていないということはどういうことでしょうか。

福祉避難所の指定に向けた取り組みが進んでいない

のはなぜでしょうかと思います。再度お伺いします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 福祉避難所

につきましては、要配慮者が支援を受けることがで

きる体制が整備され、必要な居室が可能な限り確保

できる施設というふうにうたわれております。 

 先ほども申しましたように、福祉施設においては

現在、福祉施設の職員の配備であるとか受け入れの

スペース、そういうのが確保できるかどうか、その

あたりの協議も必要になってまいります。さらに、

飲食物の提供について調整も必要でありますので、

先ほども申しましたが、施設のほうと協議を進めて

まいりたいと思います。 

 なお、現在、避難所の開設に当りましては、高齢

者や障がい者などの介助が必要な方、またはベッド

を必要とする方につきましては、串木野高齢者福祉

センターへ避難している状況もありますので、高齢

者福祉センターは保健師を２名配備するとかという

ようなことも行っております。その高齢者福祉セン

ターなど、市の施設における福祉避難所の位置づけ

についても、今後また検討をしてまいりたいと考え

ております。 

○11番（東 育代君） いろんな課題があるようで

すが、課題を洗い出して対応を急いでほしいなと願

っております。 

 熊本地震でも、避難所では生活できないと車での

避難生活をされた方が大勢いらっしゃいました。有

事のときに対応できるような環境整備が必要のよう

です。 

 次に移ります。 

 災害避難情報等の発信時における防災用語の周知

及び広報のあり方についてお伺いします。 

 ８月の台風10号で岩手県岩泉町等に出た避難準備

情報について、インターネットで理解度を調査した

ところ、要援護者には避難を促す趣旨だとは知らな

かった人が55％以上ということがありました。多く

の犠牲者を出した岩泉町のグループホームでは、介

護施設の職員が災害情報の内容を理解していなかっ

たとありました。 

 避難準備情報、避難勧告、避難指示とあるようで

すが、防災用語の理解度について本市の福祉施設従

事者等への調査をされたことがあるかお伺いします。 

○まちづくり防災課長（瀬川 大君） 本市におき

ましては、現在のところ、市内の福祉施設等への避

難準備情報などの防災用語に関する理解度調査は行

っていないところでございます。 

 近年、テレビ等のメディアにおいて頻繁に情報提

供が図られている状況も見受けられ、また、市内全

世帯に配布している防災ハザードマップの学習雑誌

にも避難情報を掲載し、市民の皆様にも周知を図っ

ているところではございます。 

 また、県が今年度内を目途に、県内の要配慮者、

利用施設の管理者に対しまして、洪水時などに適切

な避難行動がとられるよう、河川情報等に関する説

明会を計画しております。施設の管理者においても

このような機会を利用していただき、理解度を深め

ていただきたいと考えております。 

○11番（東 育代君） いろんな角度からの広報に

取り組んでいらっしゃるようですが、やはり市民が
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理解できないような防災用語を情報として流しても

意味がないようです。市民が聞いて理解できるよう

な防災用語の周知及び広報のあり方が重要のようで

す。周知方法や広報のあり方についても、紙ベース

だけでなくて、工夫が必要のようです。例えば、年

度初めの各種総会とか、いろんな会合とかイベント

等を利用して、市民が理解できるような取り組みを

期待したいと思っております。 

 次の質問に移ります。 

 人口減少対策についてです。まず、子育て環境

（全天候型のちびっこ広場）の整備についてお伺い

いたします。 

 天気が悪いときでも遊べるような施設や小さな子

供たちでも安心して遊べるところがないというのが

子育て世代の保護者の切実な声です。 

 結婚・妊娠・出産・育児を通じて、子供を産み、

子育てしやすいまちづくりを目指して、こんなサー

ビス、施設、活動情報があったらいいなと思うこと

がありましたら御記入くださいと、子育て支援セン

ターで利用者64名の保護者に対してアンケート調査

をされたようです。私も結果を見せていただきまし

た。環境整備の項目では64名中50名が、子供たちの

遊べる施設の要望があるようです。中でも42名は、

雨天時でも遊べるような施設が欲しいとの声です。 

 これまでも公園整備や海浜児童センターの整備等、

ちびっこたちの遊び場の環境整備について、何回と

なく取り上げてまいりました。そこで、子育て環境

の整備について伺いますが、今回このように施設整

備の要望が多いアンケート結果について、全天候型

のちびっこ広場の整備の要望が多いですが、市長の

見解を求めます。 

○市長（田畑誠一君） 全天候型のちびっこ広場の

整備についてでありますが、これは大変いいことで

望ましいことだと思いますけれども、今現段階で考

えますと、本市の財政状況等を勘案すると、全天候

型のちびっこ広場の整備については、多額の事業費

を要することなどから困難な状況にあるのではない

かと考えております。それぞれの地域において身近

な公共施設を活用していただいて、子育ての成果を

上げていただきたいと考えております。 

○11番（東 育代君） 児童館、児童センターとい

うのが市に１カ所は欲しいなと、子育て世代の声で

す。現状では既存の海浜児童センターもどのように

なるのか見通しがまだ不透明のようですし、ちびっ

こたちが遊ぶ場所がない。今、施設の充実を願って

いるし、今、子育てをする中での環境整備を願って

いるのであって、数年先では今の子育て世代の方々

には間に合わないということです。 

 そこで、上名の交流センターは軽運動室があるん

ですが、昼間の利用はほとんどないとお聞きしてお

ります。交流センターの有効活用も一つではないか

と思います。今、市来地域にありますすくすくと子

育て団地の子育て支援教室があるようで、様子はお

聞きしております。上名の交流センターを利用して、

もう１カ所の子育て支援センターの開設に向けた取

り組みもあってもよいのではないでしょうか。上名

交流センターの有効活用について、あわせて子育て

支援センターの開設の取り組みについて、いかがで

しょうか。 

○福祉課長（後潟正実君） 上名交流センターは、

共生・協働のまちづくりを行うための総合的な拠点

施設であり、地元の体操教室や定期的なダンス教室

など一般の方も利用されていることから、長期間占

用する利用方法は他の利用を妨げることになり、難

しい状況にあります。 

 ちびっこたちの遊び場を上名交流センターだけに

特定するのではなく、地域で子供を守り育てる意識

を醸成するためにも、身近な地域の交流センターを

活用した子育て支援の取り組みをまちづくり協議会

と連携し実施することも大切ではないかと思います。

幸い本市には婦人会の皆様で立ち上げられ、長い実

績を誇る乳幼児を持つ母親学級や母親セミナー等も

開催されておりますので、参加していただき交流を

深め、必要があれば家庭児童・母子相談員や子育て

支援員につないでいただきたいと思っております。 

 市としましても、地域で取り組む子育て支援の場

に子育て支援員等を派遣するなど、地域での特色あ

る子育て支援が展開していくように支援策を検討し

ていきたいと考えております。 

 上名交流センターを利用して子育て支援センター
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として活用できないかということですけれども、市

としましては地域分散型を検討しており、実施に向

けてはまちづくり協議会と連携が必要ですが、子育

て支援員等を派遣しての取り組みを検討しておりま

すので、各地区の交流センターを地域に分散した子

育て支援センターとして捉えていただければどうか

なというふうに思っております。 

○11番（東 育代君） 御答弁をいただきました。

実際、上名の交流センターは一般の人も利用します

し、いろんな体操教室とかあるんですが、ほとんど

昼間は使われておりません。私も行って調べてきま

した。夕方以降しか使っておりません。昼間を有効

活用するということも一つではないかなと思ってお

ります。 

 各地区の交流センターを利用してということです

が、各地区の交流センターで子供たちがのびのびと

遊べる交流センターが幾つあるんでしょうか。全て

の交流センターはそうはいかないと思っております。 

 また、乳幼児を持つ母親学級があります。実際、

各地区でやっておりましたが、各地区では子供たち

がだんだん少なくなって、地区単位では厳しいです。

市のほうで何カ所か、市来はすくすくさんがありま

す、酔之尾のほうでは子育て団地があります。また、

太陽保育園のほうで子育て支援センターはあるんで

すが、そこに集中しておりますので、いっぱいいっ

ぱいです。自由に遊べない状況があります。 

 もう一つ、もう一カ所目の子育て支援センターと

して、昼間の時間帯でも、また、毎日でなくても１

週間に何回でもいいですので、使えるようなという

取り組みはできないのかということでお聞きしてお

ります。 

○福祉課長（後潟正実君） 私どもとしましては、

上名交流センターに特定するのではなく、地域でま

ちづくり協議会と連携をしながら子育て支援に取り

組むことも大切ではないかと思っておりますので、

地域の交流センターの活用等ぜひ考えていただいて、

活用していただければなというふうに考えていると

ころです。 

○11番（東 育代君） 課長に今答弁いただいたん

ですが、繰り返しになりますけれども、各地区の交

流センターでの支援というのはなかなか、子供たち

が少のうございますので、やってるところもありま

す、16地区あるんですが、５カ所ぐらいしかできな

いんです。子供たちがいないので。ただ、全体的に

はいるんです。だから、市来のほうでもあります。

１週間に１回ですかね。酔之尾のほうでも１週間に

１回ですかね、ありますよね。そういう形で、あと

は太陽保育園の上にあります子育て支援センターを

利用するということになってるんです。 

 各地区でやる乳幼児学級はせいぜい、ボランティ

アですので月１回です。月１回ではなかなか、遊び

場の確保というところでは難しいと思います。そう

いうことから、上名の交流センターが昼間はあいて

いるのではないでしょうかと。そして、例えばすく

すくさんであっても保健センターのあそこですよね。

そして、子育て団地であっても公民館を利用してま

すよね。複合的に使えると思うんですよ。そういう

観点からいうと、そこは常設したところではなくて

も使えるのではないかなということでお聞きしてい

るところです。 

○議長（中里純人君） 市長から答弁はありません

か。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど課長のほうで答弁を

いたしましたが、ちびっこたちの遊び場を上名交流

センターに限定するのではなく、地域で子供たちを

守り育てる意識を醸成するためにも、身近な地域の

交流センターを活用した子育て支援の取り組みを、

まちづくり協議会の皆さんとも連携して実施するこ

とが大切ではないかと、率が上がるんではなかろう

かなと思っております。 

 幸い今、地域は子供が少なくなったというお話も

なさいましたが、本市では婦人会の皆様で立ち上げ

られた長い実績を誇る乳幼児を持つ母親学級や母親

セミナーも開催をされておりますので、御参加いた

だいて交流を深め、必要があれば家庭児童・母子相

談員や子育て支援員にも市としてもつないでまいり

たい。 

 要するに、地域で取り組む子育て支援といいます

か、こういった形にできるだけ結びつけていけたら

なと考えているところであります。 
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○11番（東 育代君） 同じような答弁であるんで

すが、もちろん地域で取り組むというのは本当に基

本的なことだと思っているんです。まちづくり協議

会と連携をしながら。女性団体もやっています。乳

幼児を持つ母親学級というのをやっていますが、月

に１回なんです。 

 だから、先ほどから言っているのは、上名の交流

センターが昼間あいているので、そこにもう１個目

の支援センターというような形でできないんでしょ

うかということを訴えているところです。何回言い

っても同じ回答しか出てきませんので、これでやめ

ますけれども。 

 であれば、このアンケートを市長も見られたと思

うんですよね、この結果を。64名の方の中に50名が

「欲しいです」という結果、これが切実な生の声な

んですよね。子育て環境、全天候型と言いましたけ

れども、児童館というようなことの施設整備という

ことで要望があるわけなんです。 

 市内にある施設や遊び場は、ちびっこたちには本

当に利用しづらいです。現状どのように認識なさっ

ているのでしょうかと思っております。東御市のよ

うに子育て情報の発信など、子育て支援の環境整備

につながるような取り組みができるような子育て支

援の拠点施設が本当は欲しいと思っているわけなん

です。 

 児童館の建設について財政的に厳しいということ

でございましたが、やはりここにつながるのかなと、

要望は、思っているところです。この拠点施設があ

れば、ここを中心に子育て支援が展開できることを

多くの子育て世代の方々は望んでいるようです。答

弁があれば再度お聞きします。 

○市長（田畑誠一君） 先ほどから、上名の交流セ

ンター、昼間はあいているというお話ですね。そう

いうことであれば、当然、上名の交流センターは共

生・協働のまちづくりの拠点としておりますし、そ

れから地元の体操教室とかいろんな定期的なダンス

教室とか一般の方々の利用もあるわけで、長時間、

長期間に占用することは他の利用の妨げになるので、

難しい状況にあると思いますが、昼間あいていると

おっしゃるようでありますので、であったら、こう

いった諸団体との協議の上でお互い譲り合って、使

用、活用できる方法がないか、それは検討してみた

いと思います。 

○11番（東 育代君） 交流センター条例というの

を見せていただいているんですが、その中には、条

例の第13条には「市長は、公益上特に必要があると

認めるときは、規則で定めるところにより、使用料

を免除し、又は減額することができる」と使用料の

減免が明記してあります。昼間の時間帯にちびっこ

たちの遊び場としての無料開放というのもできるの

ではないかなというような、いろんなことを思いな

がらの質問をさせていただいております。ぜひ有効

活用について今後検討いただけたらなと思っている

ところです。 

 ここは、ちょっと終わります。これ以上答弁が出

てきませんので終わります。 

 （２）に入ります。障がい児または療育の支援を

必要とする児童及びその保護者に対し、継続的支援

を専門的に行う子育て相談室の設置について、お伺

いいたします。 

 今、市のほうでは基幹相談支援センターの相談員

さんが福祉サービスの提供や支援について対応して

いただいているとお聞きしておりますが、相談室の

場所を含め、相談状況など、現状をお聞きします。 

○福祉課長（後潟正実君） 障がい者等基幹相談支

援センターの現状についてであります。障がい者等

基幹相談支援センターは市役所内にあり、現在、相

談支援専門員と臨床心理士の２名を配置しておりま

す。 

 相談支援専門員は障がい児や障がい者、家族等か

らのさまざまな相談に応じ、制度や福祉サービス等

の情報提供、就労支援等を実施し、臨床心理士は検

診時等の発達相談を受け、市療育園の保育士や保健

師と一緒に親子教室での行動観察や保育所等の巡回

支援を実施し、障がい児の早期発見、早期療育につ

なげております。 

 また、小中学校と連携した就学時に関する簡易発

達検査の実施等の支援や障がい者向けカウンセリン

グなども実施しております。 

○11番（東 育代君） 今、御答弁いただきました。
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現在、基幹相談支援センターのほうでは、障がい児

から一般の方々へ広く対応しているというようなこ

とで、市役所の１階の南側の入り口のあそこが相談

室ということであるようです。ちょっと場所もここ

でいいのかなと思わないでもないんですが。 

 障がい児または療育の支援を必要とする子供たち

の成長に伴う情報を明記したカードの作成に取り組

んでいる自治体があります。26年５月に教育民生委

員会の先進事業視察で、千歳市に行きました。子育

てするなら千歳市へと、子育て支援室があって、４

つの課がありました。 

 障がい児等の支援の取り組みの中で、継続的な支

援やサービスが受けられるように、イエローカード

の作成がありました。ファイル等を市が管理するこ

とで、必要なサービスや支援を受けられるような体

制がとられているようでした。そこで一人ひとりの

情報等の記録を明記したカードの作成について、本

市の現状を伺います。 

○福祉課長（後潟正実君） 障がい者の支援を記録

したファイルについてでございますが、障がい児か

ら障がい者まで切れ目ない支援が必要であることか

ら、ファイルを作成することは大切なことであると

考えております。このファイルは障がい者等基幹相

談支援センターで保管し、さまざまな支援に結びつ

けていきたいと考えております。作成に当たりまし

てはこれからの作成になってくると思われますので、

よろしくお願いいたします。 

○11番（東 育代君） きちんとカードが整理され

ますと、この支援やサービスに格差が生じないとも

思っておりますので、ぜひ早目の対応をお願いした

いと思っているところです。 

 また、市の療育園は28年度末で閉園の予定という

ことで作業が進められておりますが、障がい児また

は療育の支援を必要とする児童や保護者の相談窓口

はどうなるのでしょうか。障がい児または療育の支

援を必要とする児童及びその保護者に対して、継続

的に支援を専門的に行えるような子育て相談室の設

置についてどのようにお考えでしょうか、お伺いし

ます。 

○福祉課長（後潟正実君） 子育て相談室の設置に

ついてであります。障がい者等の相談につきまして

は福祉課内の障がい者等基幹相談支援センターにお

いて対応することとしており、市療育園の保育士を

配置することで気軽に相談できる環境をつくり、保

護者とかかわりを持ちながら関係機関等と連携し、

継続的な支援ができるセンターとして体制を整備す

ることとしております。 

 また、障がい児につきましては、各種母子検診や

親子教室等にあわせて、健康増進センター等での相

談も実施しておりますので、状況に応じて対応して

いきたいと考えております。 

○11番（東 育代君） 状況に応じてということで

すが、この子育て相談室設置の場所、位置というの

が重要と思われます。市療育園は、利用する子供た

ちサイドからしてみれば、施設の環境整備は不十分

のようです。しかし、相談室としては、プライバシ

ーの保護などの観点から見ると、ベストの場所では

ないかと思われます。利用者側に立ったとき、相談

室の設置場所について、ぜひ御検討いただきたいと

思っております。場所が一番重要だと思っておりま

す。相談をしに行く側のサイドに立った場所という

ことを検討いただきたいと思います。 

○議長（中里純人君） 東議員、質問の途中ですが、

ここでしばらく休憩します。 

 再開は午後３時10分とします。 

             休憩 午後２時55分 

             ───────── 

             再開 午後３時10分 

○議長（中里純人君） 休憩前に引き続き、会議を

開きます。 

 引き続き東議員、質問を行ってください。 

○11番（東 育代君） （３）婚活支援事業の

“恋”逢プロジェクトについてお伺いいたします。 

 今、いろんな地域、自治体でも婚活支援事業をし

ております。出会いサポート事業を活用して、市女

性連としては20年度から新規事業として始めました。

毎年２月11日に出会い応援イベント、ティータイム

トークを開催しています。このティータイムトーク

は出会い応援イベントとしての取り組みですので、

終了後の追跡調査はしていません。婚活支援事業の
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“恋”逢プロジェクトは、人口減少対策として若者

に住んでもらえるような企画、事業と伺っています

が、現状についてお伺いします。 

○政策課長（満薗健士郎君） “恋”逢プロジェク

トの現状についてでございます。これまで出会いサ

ポート事業で各団体におきまして、さまざまなイベ

ントを開催していただいているところでございます。

今年度は、総合観光案内所におきまして、料理教室

などを交えたイベントを行いました。それから、２

月には今御説明のように女性団体連絡協議会におき

まして、出会いの支援のイベントが予定されている

ところでございます。 

 “恋”逢プロジェクトにつきましては、独身男女

が登録を行いまして、交流会等を通して出会いの機

会を提供することを目的とした事業でございます。

平成27年度に新たに開始して１年経過したところで

ございます。 

 “恋”逢プロジェクトにつきましては、出会いを

求める方々の登録というのがございまして、現在の

登録者数につきましては、男性の方が21名、女性の

方が６名の計27名でございます。 

 その後のサポートということでございますが、こ

の方々の中で出会い、あるいは連絡先の交換まで至

った方々が４件ありました。その後につきましての

フォローということではございませんが、その後に

自分の登録してあるデータについてはもう閉鎖して

くださいとか、そういった連絡があれば何らかの動

きがあったんではないかというふうに捉えていると

ころでございます。 

○11番（東 育代君） １年経過して、登録が男性

が21名、女性が６名ということですが、この登録さ

れた方々の中で市内の方々はどの程度でしょうか。 

○政策課長（満薗健士郎君） 基本的には市内の

方々の登録をお願いしてございますので、今ちょっ

と手元にはございませんが、４件のケースにつきま

しても、市内の方々の出会いの場を提供してという

ことで考えております。 

○11番（東 育代君） 基本的には市内ということ

ですが、ちょっとお聞きしたら市外もいるとお聞き

しております。 

 婚活支援事業はカップルを結婚へつながるように

と、結果を期待しての取り組みと思っております。 

 ２月11日に出会い応援イベント、ティータイムト

ークが今年も開催予定です。このようにティータイ

ムトークに参加された方に、“恋”逢プロジェクト

事業を理解してもらえるような取り組みもあっても

よいのではないかと思っております。 

 27年11月に茨城県城里町に、先進地行政視察に行

ってまいりました。城里町では縁結び広域ネットワ

ークの取り組みがあり、近隣の自治体との連携があ

りましたが、本市におけるイベントでの広報活動、

啓発活動について、また、近隣自治体との連携につ

いてなど、今後どのような取り組みを計画なさって

いるのかお聞きします。 

○政策課長（満薗健士郎君） ＰＲにつきましては、

担当者のみならず、課を挙げてどんな取り組みがい

いだろうかといろいろな話をしながら進めているわ

けでございますが、それに加えまして、地域おこし

協力隊の応援も得ながら、例えば傘酔夜市での登録

を呼びかけるとか、そういったこともやっていると

ころでございます。そのほか、広報紙でのＰＲもや

っております。 

 今後の取り組みでございますけれども、先ほど申

されましたように、広域での取り組みということが

ございますが、実は県のほうでは来年度に向けまし

て、婚活支援システムというのを準備を始めたとこ

ろでございます。出会いをサポートする方々が各市

町村に何名かいらっしゃるわけですが、その方々と

連携しながら、私どもの“恋”逢プロジェクトと似

たようなことで出会いを求める方々を登録していた

だき、その該当する市町村のサポーターの方にお手

伝いをいただいて、成功に結びつけるということを

考えているようでございます。そういった取り組み、

それから鹿児島の連携中枢都市圏のほうでも、出会

い・ふれあいの事業を広域的に展開できないかとい

うことで、今、実施に向けての検討を行っておりま

す。 

 そういったことから、ただいま本市でやっており

ます婚活についての取り組みのほかに、広域におけ

る、あるいは県を巻き込んでの取り組みというのが
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今後展開されることになると思いますので、このこ

とについても、どんなふうに市も事業のあり方をこ

の中にうまくマッチングさせるのか、あるいはそれ

とは別にまた連携してプロジェクトを展開するのか

ということで検討をしてまいりたいと思っておりま

す。 

 またそのほかに、ほかの市町村の状況、例えば南

さつま市のきもいりどんの事業とか、そういうのも

ございますして、そういったことも効果を上げてい

ると聞いておりますので、そういうことも今後勉強

していきたいと考えております。 

○11番（東 育代君） 県の婚活支援システムとか

連携中枢都市圏とかいろいろ出てきましたが、やは

りこの“恋”逢プロジェクトということですので、

プロジェクトチームというのをやはりつくって、そ

して婚活支援事業の積極的な取り組みと人口減少対

策としての成果を期待したいと思います。このプロ

ジェクトチームをつくってということについて、い

かがでしょうか、市長の見解をお聞きします。 

○市長（田畑誠一君） 人口減少社会にあって、若

い皆さん方の出会いの場を提供するということは、

それぞれの自治体が競ってやっておりますが、本市

におきましても、今この“恋”逢プロジェクトとい

うのをスタートしたばかりです。幸い今年は県のほ

うでも結婚支援システムとか、あるいは連携中枢都

市での出会い・ふれあい事業、広域的に取り組みた

い、展開していきたいということが見込まれており

ますので、今後そういったいろんな分野での取り組

みを考えていきたいと考えております。 

○政策課長（満薗健士郎君） 一言答弁に補足させ

ていただきます。先ほど市長が申されたようなこと

でございますけれども、県のシステムでございます

とか連携中枢都市圏のこととかいろんな取り組み、

それから先ほど申し上げました隣接市での取り組み

のことなども含めて、やはり人口増対策あるいは人

口減少対策としても必要なことでございますので、

このシステムや連携中枢都市の取り組みなどを参考

にしながら、あるいはどういうふうに展開するのか

を見ながら、このプロジェクトチームをどういうふ

うに持っていくのかというのは今後検討させていた

だきたいと思います。 

○11番（東 育代君） ぜひ出遅れないように、積

極的に取り組んでいただきたいと思います。 

 最後になります。 

 核家族化の進行で、子育てや介護の問題が増加し

ているが、既存の定住促進補助制度等を３世代同居

世帯まで拡充できないかということの質問でござい

ます。 

 今、介護、子育て問題、農林水産業から商工業、

伝統芸能の保存、いろいろと後継者不足問題、人口

減少、超少子高齢化社会の問題、地域活動だけでな

くて社会や経済活動に至るまで、さまざまな分野で

課題を抱え、影響が出てきております。 

 「とりもどそう 古きよきもの とりいれよう 

新しきよきもの」これは被災地で開催された婦人た

ちの願いが詰まった大きなテーマでしたが、転入者

を増やす施策とあわせて、転出者を抑える施策も重

要と思います。日本の古き伝統で大家族制度があり

ましたが、家族制度を見直すこともありかなと思っ

ております。これからは３世代同居家族の推進も一

つではなかろうかと思っております。 

 定住促進制度を利用しての転入者の増は効果があ

ると思いますが、ほかの自治体も同じような定住移

住促進事業については優遇措置をしております。３

世代同居世帯への定住推進制度等の拡充についてお

伺いいたします。 

○市長（田畑誠一君） ３世代同居世帯の姿という

のは、ある意味また非常にいいものだと思っており

ます。それは家庭教育、社会教育、あらゆる面で何

か非常に望ましい姿ではないかなというふうに思い

ます。しかしながら、この少子高齢化が進行してい

る中で、現代では３世代が一緒に生活する世帯は、

世代を超えた子育てや高齢者の孤立防止など家族の

機能を発揮できる家族構成の一つであると、まさに

理想的だと、先ほど申し上げましたとおり、そうい

う点では考えております。 

 本市は、この人口減少が続く中で、これまで定住

促進補助の拡充や、平成26年度からは転入者住宅建

設等補助も創設をし、今年度は支援額の引き上げも

行ってまいりました。また、特に若い皆さんにはい
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ろんな制度を今までつくってまいりました。例えば、

市来小城団地にお住まいであれば、100万円を限度

にして１割の補助をするとか、土地代ですね。子供

さんが中学生３人までいたら一人30万円、家をつく

るときは50万円とか、そういった制度等もしてまい

りました。 

 また、現在、市民の皆様に広く活用をしていただ

いておりますリフォームの補助につきましても、本

市としても取り組んでいるところであります。 

 このように、少しずつではありますが、いろんな

子育て支援対策として、少子化対策として施策を議

会の皆さんと一緒に議論しながら制度をつくってき

ておるわけであります。 

 おっしゃいますとおり、他市からの移住だけでは

なくて、本市でやはり住み続けたいという定住対策

も非常に重要だと思います。これは全く同感であり

ます。 

 この御提案のありました３世代世帯への支援につ

きましては、この３世代世帯の支援に限らず、のみ

ならずと申しますか、さまざまな角度から人口減少

対策として、より効果的な制度をこれからも検討し

てまいりたいと考えております。 

○11番（東 育代君） 今、御答弁をいただきまし

た。さまざまな角度からということですが、今ある

いろんな支援制度というのは転入者を増やす対策が

中心となっておりますので、転出者抑制の取り組み

も取り組んでいただきたいなと思っての質問でござ

いました。 

 核家族化の進行で、子育てや介護の問題が増加し

ておりますし、空き家も増えております。子育て支

援や高齢者の介護等、社会が抱える深刻な問題や課

題の解決に向けて、３世代同居世帯の推進もあるの

ではないかなと。地域の中で声をお聞きしてまいり

ましたら、そういう声がありました。 

 大家族制度に期待できることは、子育て環境や高

齢者支援だけでなく、経済活動や地域づくりにまで

影響が及ぶものと思われます。固定資産税や市税の

減免など３世代同居世帯への支援制度を検討して、

ぜひ３世代同居世帯を推進することも今後の課題で

はないでしょうか。もう一回、市長の見解を求めま

す。 

○市長（田畑誠一君） 近年、核家族化といいます

か、こういった形が進行して、３世代どころではな

くて、こう言っては言い方が悪いですが、２世代の

同居というのも難しい状況が今、社会環境上生じて

おります。 

 そういったことで、これも婦人会の皆さんの活動

ですけれども、羽島地域の婦人会においては、親子

２代で25年同居した方を表彰しております。立派な

ことだと思います。これも婦人会の皆さんの活動で

す。そういった面で、やはり３世代が同居する世帯

というのは、本当におっしゃるとおり理想的な姿で、

そのことによって、子も育つ、孫も育つ、それから

社会の秩序といいますか、正義といいますか、そう

いったことも築かれていくものだと思っております。 

 ３世代同居というのは、まさに日本のこれまでの、

日本民族と言っては大げさでしょうかね、日本の、

日本人のすばらしい美徳だと思っております。こう

いった３世代同居の世帯が進んでいったら、非常に

望ましいな、ありがたいなというふうな感想を持っ

ております。 

○11番（東 育代君） なかなか２世代も難しいの

にというお話もされましたけれども、「とりもどそ

う 古きよきもの とりいれよう 新しきよきも

の」というテーマを聞いたときに、ああ、何かそう

かなと、原点を見せていただいたような気がいたし

ました。 

 人口減少対策はどこの自治体も最重要課題と位置

づけて取り組みをなさっております。移住・定住促

進対策については優遇措置合戦のようですし、子育

て支援対策も自治体間競争です。ふるさとに戻って

こられるように、ふるさとを守ってもらえるように、

そして本市を選んでもらえるような、夢の持てる政

策に期待をしております。答弁があればお聞きいた

しまして、一般質問の全てを終わりたいと思います。

ありがとうございました。 

○市長（田畑誠一君） 今、家族構成のあり方、社

会において、まさに模範的なお話をなさいました。

私どもはお述べになっておられますように、よそか

ら来ていただきたいことは、もう本当にやまやまで
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す、ありがたいことです。でも、今、我がまちにお

る方を守っていくことも大事だと思います。住んで

みたい、住み続けたいまちづくりを目指して、議会

の皆さんといろいろ議論を重ねてまいりたいと考え

ております。 

○議長（中里純人君） 次に、西別府治議員の発言

を許します。 

   ［９番西別府 治君登壇］ 

○９番（西別府 治君） 集中豪雨は、限られた地

域に短時間に多量の雨が降り、積乱雲が連続して通

過することにより、数時間にわたって強く降り、

100ミリから数百ミリの雨量になります。 

 一方、ゲリラ豪雨は、予測が困難な巨大積乱雲の

発生に伴う突発的で局地的な豪雨であります。非常

に狭い地域で短い時間で驚異的な大量の雨が降る局

地的豪雨です。これは地球温暖化による日本の気候

が亜熱帯化していることで雨の降り方が大きく変化

していることが原因であります。 

 酔之尾川河川改修計画についてですが、郷之原ガ

タ下線より下流の老朽化した石積護岸や法面の状況

について伺います。 

   ［市長田畑誠一君登壇］ 

○市長（田畑誠一君） 西別府治議員の御質問にお

答えをいたします。 

 酔之尾川の県道島平酔之尾線から郷之原ガタ下線

までの570メートルの区間は、主に除草などの管理

をしております。河川断面は普通河川の基準による

流下能力は確保されておりますが、護岸整備状況は

市道より30メートルは両側ブロックで整備され、下

流は雑石積みやブロック積みなどが混在した構造に

なっております。左岸と右岸が不均一の状態であり

ます。 

 また、護岸や法面の状況につきましては今後詳細

に調査を行い、護岸の状況を把握したいと考えてお

ります。 

○９番（西別府 治君） 右岸と左岸のバランスが

崩れてますよということですね。老朽化してるとい

うことであります。現地を見られたら、さまざまな

ことが見えてくると思いますので、調査という部分

も含まれますけれども、しっかり見ていただきたい

と思います。 

 平成27年だったですかね、この酔之尾川の流下能

力の調査をたしかやったと思うんですけれども、そ

れについてどうですか。 

○土木課長（平石英明君） 流下能力の調査につき

ましては、酔之尾川の流域面積が2.1キロ平方メー

トルございまして、流量長さ、河川の延長は2.9キ

ロ、大体上流側のウッドタウンの運動公園のありま

すあの辺が上流となるわけでございまして、そこか

ら普通河川として酔之尾川に流れてきていると。途

中、調整池等もあるところでございます。 

 その調査をいたしましたところ、これは普通河川

の場合、大体10年確率で計算をしておりますが、時

間当たり最大104ミリが降っても、この酔之尾川に

つきましては大丈夫だという結果が出ております。 

○９番（西別府 治君） この流量の数字について

はいろいろあるんでしょうけれども、結局大丈夫と

いうより、強い雨が降る、いわゆるゲリラ豪雨です

ね、ここらあたりの豪雨になれば、これ時間雨量、

簡単に今言った数字は超えますからね。ですから、

結局は大変であるということです。左右護岸が不均

等な状態で弱いですからね。隣接している両側は住

宅地となっています。以前は農地だったわけで、田

んぼだったんですけれども、現在はいわゆる住宅地

となっておりますので、護岸が倒れて侵食されて住

宅地まで影響が出るというのは明白であります。 

 次の質問に入りますけれども、河川計画改修につ

いて伺います。 

○土木課長（平石英明君） 酔之尾川の改修につき

ましては、現在の河川断面で流下能力は確保されて

いるものの、近年のゲリラ豪雨などの集中豪雨が起

こりますと、法面まで水位が上昇することが考えら

れます。 

 また、現況の護岸については、老朽化が顕著であ

りますので、護岸の状況を詳細に調査しまして、法

面保護等も含めた護岸の改修について検討してまい

りたいと考えております。 

○９番（西別府 治君） 今、説明があったような

主張内容でございます。年次的に計画していただく

ことが、あの地域の安心・安全の部分にまでつなが
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っていくことになると思いますので、しっかりとし

た流れをつくっていただきたいと思います。 

 それから、昭和14年にできました警察署の隣の橋

があるんですよね。橋があります、すぐ下流側に。

あれ、橋じゃないように見えますけれども、橋なん

ですよ、あれ。昭和14年で、物すごい古いんですけ

れども。これ、県道ですけれども、どうなってます、

そこらあたりは。 

○土木課長（平石英明君） 今、おっしゃいました

県道にかかっている島平橋でございます。これは昭

和12年に築造されておりまして、県のほうに問い合

わせしましたところ、今現在、橋梁長寿命化を進め

ているところでございますので、この中で修繕で行

いたいというふうに回答いただいております。 

○９番（西別府 治君） 結構、市長、古いんです

けれども、修繕、長寿命化でしょうね、やるという

ことでございます。ただ、それに取りついてる護岸、

これも崩れてます。崩れてますから、これ長寿命化

でやられてしっかりとしたものになりますから、あ

そこの部分の護岸も崩れたら、橋をくぐって道路は

流れちゃいますよ、あれ。そのくらいちょっと大変

な状態になっておりますので、年次的な計画を、市

長、していただくということでよろしいですか。そ

こらあたりも含めながら。 

○土木課長（平石英明君） 護岸の計画につきまし

ては、下流側からが原則でございますので、今言わ

れましたように、下流側がちょうど今言われる警察

署のあの付近になりますから、そちらのほうから年

次的に計画をしていきたいと考えております。 

○９番（西別府 治君） 今の答弁でこの河川改修

のほうはもう終わらせてもらいますので、よろしい

ですか、それで。市長、もう大丈夫ですよね、担当

課長から言われましたので、それでオーケーという

ことでよろしいですね。はい。 

 次に、ＴＰＰ協定と持続可能な沿岸漁業について

というのに入っていきます。 

 市長、沿岸漁業推進議員連盟というのを立ち上げ

まして、市議会の中でですね、ちょうど４年たちま

す。４年ですね。で、今日は、現在６名いらっしゃ

いますので、多くの方々の意見を僕が集約しまして、

かなりボリュームが、今回、質問の中でありますけ

れども、どうかよろしくお願います。よろしいでし

ょうか。ボリュームがちょっと大きいですけれども、

済みません、よろしくお願いいたします。 

 それでは、ＴＰＰ協定に伴う沿岸漁業への影響に

ついて伺います。 

○市長（田畑誠一君） ＴＰＰの合意による沿岸漁

業への影響についてであります。 

 今、トランプさんが当選なさって、いろいろどう

いう方向に行くかわかりませんが、現段階で合意に

至っている点でお話をしたいと思います。 

 本市の沿岸漁業を考えますと、主たる水揚げであ

るのは、アジとサバです。代表的なのはですね。ア

ジやサバについて、国の分析によりますと、ＴＰＰ

交渉参加国からの輸入量は少ないようです。アジや

サバに限っては、それだけ日本の近海で豊富にとれ

るということですね、大量に、漁獲があるというこ

とでしょう。輸入量は少なくて、現在の関税率が

10％以下である中で、10年を超える長期での段階的

な完全撤廃となることから、ＴＰＰ合意による影響

は今の段階では限定的だと見込まれております。つ

まり、輸入量は余りないと、少ないと。そして、関

税率も10％。しかも、それを10年かけて、10年を超

える長期での段階的なこの10％の撤廃ということに

なるわけですから、現段階では、その影響というの

は限定的ではなかろうかというふうに見込まれてお

ります。 

 ただ、やっぱり何といいましても、長期的には国

産価格の下落も懸念されることから、生産性向上等

の体質強化対策の検討は必要とされているところで

あります。 

○９番（西別府 治君） 関税撤廃によりまして安

い魚が入ってきた場合、我々の日本での価格が下落

するんじゃないかということに対して、生産性向上

の体質強化をせんといかんですよねという流れであ

りますよね。 

 ここでもう一つお聞きしますけれども、本市の沿

岸漁業の方々の平均年齢というのをちょっとお伺い

したいと思います。 

○水産商工課長（平川秀孝君） 市内４漁協の正組
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合員の沿岸漁業者の平均年齢についてでございます

が、70.6歳となっております。 

○９番（西別府 治君） 10年という完全撤廃のス

タンスがＴＰＰでありますね。その中において、

70.6歳の方々が今漁業者としていらっしゃいます。

10年といったら80歳になられるわけですね。80歳に

なって沿岸漁業を続ける方もいらっしゃるでしょう

けれども、やめられる方もいらっしゃると思います。

ということは、関税撤廃が10年だということで安心

するんではなくて、さまざまな影響がＴＰＰの大き

な流れで入ってきますから、10年間の間に沿岸漁業

が、撤廃されてもいい、今、市長がおっしゃる体質

強化、これをとっていかなければならないことじゃ

ないのかなというふうに考えております。トランプ

さんのことも、次期大統領のこともありまして、市

長もおっしゃったように、ちょっと不確実な部分と

いうのもありますけれども。 

 ただ、ＦＴＡでタイ一国でとかいろんなことが予

想されていきますから、当然こういったＴＰＰに似

たような状況というのは発生してくる可能性が高い

んじゃないかなと思っております。ですから、ここ

らあたりが、平均年齢と計画とこのタイムラグをう

まくしていきながら強化対策をつくっていくことが

最終的には沿岸漁業をうまく継続していくことにつ

ながるんじゃないかなと思っております。 

 そこで、次ですけれども、地方創生における沿岸

漁業の収益性の高い体制について伺いたいと思いま

す。その中で、これ、27年だったと思うんですけれ

ども、浜の活力再生プランというのをつくられてお

ります。それは、数値目標というのを明確にして何

か計画されているようですけれども、ちょっとそこ

らあたりについて、浜活プランについてちょっと内

容をまずお聞きしたいと思います。 

○水産商工課長（平川秀孝君） 浜の活力再生プラ

ンについてでございます。浜の活力再生プランは、

漁業者の漁業所得の向上を通じた漁村地域の活性化

を目指し、漁業者が主体となって５年間、具体的な

取り組みを実行するための総合的な計画で、計画を

策定することで関連する補助事業等が優先的に採択

されるとなっております。 

 本市の４漁協と市を構成員としたいちき串木野地

域水産業再生委員会による浜の活力再生プランは、

平成28年３月に水産庁の承認を得ております。計画

の内容としましては、種苗の放流や藻場の造成、付

加価値向上や販路拡大、省燃油活動などによるコス

ト削減等の取り組みにより所得の向上を目指すもの

となっております。 

○９番（西別府 治君） 浜活プランの説明があり

ました。市長は沿岸漁業にはいつも熱い目を向けて

いらっしゃいますので、詳しいことはお聞きしませ

んけれども、ただ、各年度にわたって収入向上の割

合の目標設定をしております。５年後に20％、22％

ですけれども、正確には、上げますよと、プラスに

持っていきますと。それから、漁港・魚場整備も進

めていくと、市と一緒になって進めていきますよと

いうことですね。それと、鮮度の確保、魚の鮮度の

確保で、神経締めとかいろいろちょっと専門的なこ

とですけれども、神経締めを拡大せんと鮮度が保て

ませんよねということも含まれております。 

 そして、今、市長が力を入れていただいておりま

す直売所、そして魚介レストラン、こういったこと

を含めながら六次化を進めながらやっていきますと

いう、これが５カ年計画なんですよね。そして、そ

れぞれに数値目標があります。これ、沿岸漁業の

方々がこの数値目標を設定してプログラムをつくっ

ているということです。 

 これ、なかなか今までなかったことじゃないかな

というふうに考えております。そこまでしないと沿

岸漁業が立ち行かなくなるよという必要性といいま

すか、そういったのをひしひしと感じられていらっ

しゃるんじゃないかなというふうに思ってます。こ

れ、本当きれいにつくり上げていらっしゃいます。

市長はもう見られていますからもう説明する必要は

ないですけれども、本当に立派なものです、これ。 

 そういった浜活プランを続けていくんですが、こ

の漁港・漁場整備の中でちょっと気になっているこ

とがあります。農山漁村地域整備交付金というのが、

ちょっとこれ長いんですけれども、あります。これ

が原資になって、港の整備であったり、増殖所、魚

が集まるところの整備とかやっているんですけれど
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も、これ27年度からカットが、止まったままです。

増えてないんです。増えてない。どうかなりません

かと、沿岸議連でもたびたび担当課とも打ち合わせ

をしながらやってきているんですが、原口さんがお

っしゃっていた戸崎の港の整備の件とか、いろいろ

ああいうのにも影響が出てきているわけなんですね、

原口議員が言われました。 

 その中で、もう具体的な数字は言いませんけれど

も、何とかお金を増やす方法はないですかねという

ことで、衆議院議員の宮路拓馬議員に「拓馬さん、

ちょっとこれ何とかならないんですかね」って言っ

たら、「県に言ったほうがいいんじゃないんです

か」と私が言いましたら、「いやいや、これは農山

漁村ですから、国から県のほうの農政部にお金が入

るんです。その中で農業のほうにも持っていかれま

すから、水産だけじゃないんですよね。ですから、

これ治さん、東京に来られて、さまざまなこの今の

現状を説明をしながら訴えられたほうがいいんじゃ

ないんですか」ということになりました。実は自民

党県議団の地元選出の吉留県議が水産振興調査会の

会長をしておりまして、一緒に東京に11月９日に行

きました。水産庁の漁港整備の整備課長、それから

同じく漁港漁場整備部の部長、そして水産庁長官ま

で、議員連盟６名で行きまして、いろんな話をして

まいりました。 

 その中において、戸崎の件もそうなんですけれど

も、ポンツーンができてないことやら、そしてまた

地方創生で最もこういった10年間の間で生き残りを

かけていかなければならないということなんかも話

をしました。いろんな結果的には話をいただいて、

よく聞いていただくことができたわけです。 

 その中で、地方創生の中で地方議員がこんだけ頑

張って東京に来て話をされたという評価もいただい

たわけですが、この浜活プランをより進めていくた

めには、今の現状の中で、羽島もそうですけれども、

戸崎もそうですけれども、遅れている部分はこの交

付金がない部分で遅れておりますから、市として何

らかのいわゆる、何というんですか、工事進捗にか

かわりを持っていただく、より関わりを持っていた

だくことが重要じゃないかと思うんですけれども、

いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 大きく言いますと、私は我

が国の産業の中で一次産業というのは非常に大事だ

と思います。まさに主力だと思っております。今朝

ほどは、楮山議員のほうから農業の行方を非常に憂

えるというお話がございました。漁業もそのとおり

であります。全くおっしゃっておるように同じ状況

にあります、今。ＴＰＰの合意を待つまでもなく、

このままでは漁業、漁村が本当に衰退をしていく。

いかに後継者を育てるかということに、これは国を

挙げて腐心をしているわけでありますが。 

 その一つのあらわれとして国の一つの方向として、

いわゆる浜の活力再生プランで見られるように、ソ

フト事業に力を入れようというような、どうやら傾

向にあるようであります。そこで港の整備なんかは、

ある意味では一通りの整備はできたというふうに捉

えているんでしょうか。そういった面では、戸崎漁

港は遅れているわけであります。 

 それで、御存じのとおり26年からでしたか、２億

4,000万円とか予算をつけて事業でやる約束だった

んですけれども、３分の１、8,000万円とか8,800万

円とかだったと思いますが、ぐらいしか事業費がつ

いておりません。だから、遅れていくわけでありま

すが。 

 前置きが長くなりましたけれども、その浜の活力、

後継者対策といって活性化プランなどソフト事業に

力を入れて、いわゆるハード事業、港の整備が、少

し交付金が減額されているというような状況であり

ます。 

 そして、今おっしゃいましたとおり、戸崎漁協の

場合は、農山漁村地域整備交付金で整備するという

ことに今なっております。ところが、言われました

とおり、これは農山漁村ですから、農業のほうと分

けるんですよね。そういった意味で、この漁村のほ

うの地域整備交付金が随分絞られてきているという

実態があります。 

 皆さん方で東京に行かれたこともお聞きをしてお

りますが、私も、お名前は申し上げませんけれども、

県の担当課とこの間、港の関係で私も東京に行きま

した。それで訴えをいたしましたが、国のほうもわ
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かっています。名前は言いませんけれども、誰々で

も皆知っています。そこにもお願いをいたしました

し、また、代議士等を通じても、とにかく農山漁村

地域整備交付金の全体枠が少ないから漁港整備に回

るのが少ないんですよね。だから、全体枠を増やし

てくださいよということを要望して私もおります。 

 これからも引き続き要望してまいりますし、議会

の皆さんと一緒に要望してまいりますが、港の整備

をしなければ、いわゆる浮桟橋、ポンツーンができ

ないんですよね。だから、何としてもこの戸崎地域

の漁港の整備の促進を一緒になって進めていかなけ

ればと思っておりますし、私も声を大にしてこれか

らも訴えていきたいと思っております。 

○９番（西別府 治君） 市長も全く同感であり、

国のほうにも直接行かれて話をされているという心

強い今答弁いただきましたので、何とか早くそうい

ったことが達成できていくように心から願っている

次第であります。早期の実現が可能になるようにと

思っております。 

 市長は、ソフト面の話をされていらっしゃいます。

この浜活プランの中で、５年目の31年に、ちょっと

読んでみますと、市と協働で、イトヨリ・アジ・イ

セエビ・チリメン、これ産地品ですね、我々の産地

品を東京・大阪の都市部に売り込んでいくんだとい

う計画が浜プランに、31年にあります。その中で、

今、３漁協合併についていろいろ話をされていらっ

しゃいますよね、島平、羽島、本浦。共同出荷であ

ったり、いろんなことが今後予想されてきますよね。

そういった中において、東京・大阪まで持っていく

んだというソフト面を活かしていこうという考え方

があります。 

 その浜活プランの補完性、足りない部分もまだ浜

活プランにはありますので、補完性、先ほど担当課

長が言ってらっしゃいましたように、この浜活プラ

ンを組むことで補助事業が優先的に採択されるとい

うのがあります。その優先的に採択される補助事業

が、産地水産業強化支援事業という、次の②ですけ

れども、あるみたいなんですね。この産地水産業強

化支援事業について、ちょっと説明をしていただき

たいと思います。 

○水産商工課長（平川秀孝君） 産地水産業強化支

援事業は、漁協等により設立された産地協議会が策

定した産地水産業強化計画に基づいて実施する取り

組みで、ソフト・ハードの両面で支援が受けられる

ものであります。国においても、産地水産業強化支

援事業などにより、浜の活力再生プラン策定地域を

優先的に支援していくとされております。 

 市としましても、各漁協等が本事業に取り組まれ

る場合には支援してまいりたいと考えております。 

○９番（西別府 治君） 今、ソフト・ハード二つ

ありますということで、ソフト面で新たなマーケッ

トの開拓、これの支援をしていきます。そして、そ

れに対する実践的知識と技術の習得、売っていくた

めのですね、ここらあたりも支援するようになるそ

うです。 

 ただ、これ、若干ハードルが高くて、いつも我々

が国から補助金をもらうときに１月に計画書を出し

て、２月にどうですかとヒアリングを受けながら、

３月の初めごろ、いいじゃないですかと内定をもら

って、４月からという、この一連の流れをしていか

なければなりません。ただ、浜活プランだけで、こ

の産地水産といいますか、これを取り入れながら補

完をしながら進めていくことが非常に重要に今後な

っていく、ＴＰＰ対策の中でも残っていきますよと

いうスタイルがとれるんじゃないかなというふうに

考えております。 

 結論から申しますと、じゃあ来年すぐ立ち上げま

しょうかということにはなかなかならないと思いま

す。ここらあたりの協議会というのは、通常漁協と

本市いちき串木野市なんですけれども、これ、その

他の関係者というのが入ってまいりまして、地域住

民、そして専門家、いわゆるマーケットの専門家、

そして加工業者、ここらあたりも何か入ってきて、

協議会をつくっていくみたいなんですね。ですから、

ここらあたりをすぐやるということよりも、視野に

入れながら、この浜活プランの補完をしながら支援

体制をつくっていくということが必要じゃないかと

思っておりますが、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 先ほど西別府議員が述べら

れましたとおり、将来のこの本市の沿岸漁業のあり



 
- 57 - 

方ということで、今、漁協の皆さん方の合併の協議

も進められているようであります。こういったこと

もやはりこれから先、取り組むという、攻めの姿勢

の一つのあらわれではないかと思いますし、大いに

そういった形で力を入れていただきたいなと今思っ

ております。 

 とにかく、産地水産業強化支援事業というのは、

その漁協等により設立された産地協議会が策定した

産地水産業強化計画に基づいて実施する取り組みで、

ソフト・ハード両方で支援が受けられるということ

でありますし、国においても産地水産業強化支援事

業などにより、浜の活力再生プラン策定地域を優先

的に支援をしていくとされております。冒頭に申し

上げましたように、漁協の合併等も進めておいでの

ようですが、漁協の皆さんが一丸となって本事業に

取り組まれることを期待しておりますし、市として

は支援をしてまいりたいと考えております。 

○９番（西別府 治君） 漁協関係者、生産者とい

うみたいですね、専門的にいえば、漁業者ですよね。

人口減少と伴って80歳になって、漁協の従事者、生

産者もどんどん減っていく流れになっていくと思い

ます。ここまでやりたいなというところがあったけ

れども、いや人数も少なくなってきたらできないよ

ねというのがありますから、いわゆるキーワードと

しては人口減少とともに生産者が減っていく、それ

を何とか力をかけて、今市長がおっしゃっているよ

うに、漁協にも、頑張れと言いつつ支援をしていく

ということをぜひ続けていっていただきたいと考え

ております。 

 そこで、次の質問でありますが、漁業収入安定化

対策についてであります。 

 今、高齢化で、なかなか意欲的な担い手というの

が発生しづらい状況であります。農業は何とかぎり

ぎりできていますけれども、沿岸のほうは何で船を

買ったのよというぐらいの話で、もう本当に大変な

状態であります。そういった中で、この価格のこと

を受けた収入安定化対策について、現在の支援対策

についてまずお聞きしたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 日本の産業で大事な、さっ

き申し上げました一次産業、農業と水産業、林業も

含めてですけれども、残念ながらどんどん衰退して

いるような実態であります。 

 ただ、水産業の中でも、なぜ衰退しているかと、

私は、所得が上がらないからだと思うんです、要は。

そういった中で、私は立場上、東漁協にも、ちょい

ちょい漁協の組合長と一緒にさせていただいており

ますが、この間いろんな話を聞いたんですけれども、

東漁協は世界の十何カ国かな、数字は間違いかもし

れません、に輸出をしています。漁協の全体の事業

の売り上げはどれぐらいですかと聞いたら、365億

円とおっしゃってて、びっくりしました。 

 なるほど、向こうに行ったら若い人がいっぱいで

すよ。若い組合員がいっぱいですよ。高校卒業して

そのまま漁業に従事していて、生き生きしています。

すばらしく活力があります。そんなことで、単にう

らやむだけじゃいけない、これは嘆いてばかりじゃ

いけないわけですが。本市の場合も、今でも遠洋マ

グロ業船籍数日本一でありますから、文字どおり水

産のまちとして栄えてきたし、これからもやっぱり

期待をしなきゃいけないわけであります。そういっ

た面で、議会の皆さん方も一生懸命この水産政策に

力を入れておいでであります。 

 だから、本市としましても御存じのとおり、皆さ

ん方と一緒になって、例えば補助事業でも10倍事業

を取り入れるとか、それから、本市独自の事業もた

くさん、例えば種苗の放流とか魚礁の設置とか、そ

れから魚礁の追跡調査とか、これまでいろんな政策

をしてきております。 

 また、この27年度からは、これは議会の皆さん方

のいろんな声でありますけれども、福田清宏議員の

ほうからも漁獲共済、それからペンドックの補助の

提言がありました。このことも27年度から取り入れ

ているところであります。 

 こういったことで、沿岸漁業のとても厳しい中で

何とか支えたいということで、いろんな施策を展開

しております。ただ、そこで魚価の補償につきまし

ては、これはやはり魚種の選定や基準などさまざま

な課題があります。したがいまして、沿岸漁業全体

の振興策の中で、やはり今後も一緒になって研究し

てまいりたいと考えております。 



 
- 58 - 

○９番（西別府 治君） 聞き取りで魚価の価格の

ことについて通告しておりましたので、市長から今

答弁がありました。魚価の価格を一定に保とうとい

うやつですね。それで、100円とすれば95円で市場

が動いた場合、５円の補塡をする。常に100円で動

いていく、魚がですね、イトヨリならイトヨリとい

うことなんですけれども。 

 意欲のある中核的な担い手を育てるために、お金

の補塡だけではなくて、例えば高齢の方がしないと

いうことじゃないんですけれども、若い人だったら

取り組めるというのが、まず、魚を一本釣りで釣っ

たら素手で握らない。やけどするそうですね、魚が。

で、外す。そして、なるべく生かして市場まで持っ

ていく。３倍ぐらい違うそうです。ですから、そう

いった手間をかけるということですね。そして、ま

た神経締めとか、活き締めとかあります。活き締め

した後に氷で冷やすじゃないですか。もちろん塩水

を入れた氷でせんとだめなんですけれども、その氷

で冷やすときに、氷が溶けたら、当然真水ですよね、

氷は。ですから、真水が直接その魚に当たれば、ま

たそれも色が変わったりとか、相当この制約といい

ますか、あるみたいなんですね。ですから、若い

方々だったら、そこまでちょっと踏み込んだところ

でやっていただけるのかなと。鮮度と色合いがよけ

れば、当然価格も上がっていきます。一定の100円

という線を引いておれば、それに対して大体納得行

くことが可能になってくるんじゃないかな。だから、

手間をかけることによって、収入が安定しますよと。

そして、そのことで、意欲ある担い手の方々も参加

できますよというちょっと流れをつくっていくこと

が必要じゃないかなというのがあります。 

 これ、いい例がありまして、大分県の津久見に関

サバ・関アジというのがあるじゃないですか。一本

釣りとまき網と二つでサバをとってるみたいなんで

すね。本市は９割一本釣りですから、まきはほとん

ど仕掛けないですね。で、仲買の人も生産者の人も

何か不思議に思っているのが、まき網でとった魚と

一本釣りでとった魚の味が違うというんですよ。こ

れ、ずっとわからなかったそうです。それは、やっ

ぱり一本釣りの場合は、船から上がってすぐいけす

の中に入れられるじゃないですか。まき網の場合は、

巻いて、ぎゅっと魚が絞られて酸欠状態になってス

トレスがかかって、時間がかかるっていいますよね。

すると、牛と一緒で霜降りの部分というのが魚には

ある、サバは特にあるそうです。その霜降りが、餌

をとるときに急激にばーっと行って魚が餌をとるじ

ゃないですか、そのエネルギーのもとになったり、

素早く敵が来たときに逃げるためのエネルギーのも

とになってるみたいですね、霜降りの霜というのが

ですね。それがうまみ成分だそうです。それが、ス

トレスがかかって酸欠状態になってしまえば、自分

が生きらんといかんから、そのエネルギーとなる霜

降り部分を使ってしまうそうなんです。味が全く違

うというのがわかったそうなんですね。 

 本市の場合は一本釣りですから、そこまで手間を

かけていただくことによって価格補償を一応すると

した場合に、差額だけじゃなくて、意欲のある担い

手を育てるために、一定期間やりますよと。そして、

育っていって、皆さんがそういったきれいな魚、お

いしい魚、新鮮な魚を水揚げできるようになってい

けば、する必要がなくなるんですよと。だから、そ

れまでは支援していきますよという、恒久的なもの

じゃなくて、やはりそういった入口と出口の部分も

ちょっとしていく必要があるんじゃないかなという

ふうに考えております。 

 ここらあたりは、もうそれから先はまた市長の判

断でということでございますけれども、やはりこの

価格補償をある程度入れながら進めていくと、研究

ということでおっしゃっていますけれども、必要性

があるんじゃないかなと思っております。 

 また、そういった浜活プランの中でも神経締めを

拡大しようという動きもありますけれども、もっと

もっとそういったことが若い方々ならできますよね。

いっきでくっどと、やりますよというそういった体

制づくりもまた進めていっていただけたらなと思っ

ております。 

○市長（田畑誠一君） 後継者対策を初め、多くの

課題はあります。問題は漁業へいそしむという若い

人の育成にあるわけでありますが、それは今一つの

何と言いますか、成功例としていろいろ学説を今お
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述べになりましたけれども、やはり携わる方、漁業

者とそれからそのおやじである漁協ですね、私はあ

えておやじと言いますが、おやじである漁協、それ

から、我々行政を含めたみんな、これは国・県も一

緒になって、やっぱり一体となって、いろんな置か

れている環境から、どういう環境の中にまず置かれ

ているのかと。そのあたりから、外回りから全てを

含めて我々は研究をしていく必要があると思います。

だから、いわゆる三者といいますか、それが一体と

なった形で取り組んでいかなければ、なかなか明か

りが見えてこんのじゃないかなと思っているところ

であります。 

○９番（西別府 治君） 三者一体となった沿岸漁

業の推進、これをぜひ続けていっていただければと

思っております。 

 次の質問に入ります。 

 水産多面的機能発揮対策事業を活用した藻場造成

について伺います。沿岸議連で、本市の市長が会長

されていました豊かな海づくり、垂水ですね、あそ

こに行きました。そして、また熊本の水産試験場に

も行きまして、いろんな勉強をしております。そし

て、長崎の西海区水産研究所というのがありまして、

独法に一回落とされたんですけれども、また国立に

戻されて研究をやれということで、これ、今、尖閣

諸島が2,000種以上の非常に魚の宝庫なので、そこ

から山口県沖まで見てます。 

 その中で藻場についての勉強会を我々もしながら

進めてきたわけですが、今回東京に行きまして、水

産庁の漁場整備部の整備課の整備の専門官という方

にレクチャーをしていただきまして勉強会をするこ

とができまして、かなりの勉強ができたと思ってお

ります。その中で、藻場造成の拡大こそが水産沿岸

の地方創生のまず大きなキーになりますよというこ

とを進言していただいたところであります。 

 そして、質問でありますが、効率の高い活動組織

への推進体制についてとありますけれども、これ、

藻場造成を今やっていらっしゃいます。漁業の方々

も含めてですね。28年度から、今まで人だけだった

んですけれども、交付税と一緒でこれに面積が含ま

れてきまして、面積によって28年度からなってると

思うんですけれども、そういったことで、ちょっと

説明をしていただきたいと思いますけれども、どう

でしょうか。 

○水産商工課長（平川秀孝君） 今、議員仰せのと

おり、算定基準につきましては、平成28年度から交

付金の算定基準が参加人数等の活動内容から活動を

行う面積に変更されております。内容的には、これ

まで事業費を算定する場合に、例えば40人以上でご

ざいましたら、40人以上する部分掛ける単価という

ような形で算定してたんですけれども、それが面積

単位ということで、整備をする面積掛ける単価とい

うような形で事業費の算定という形になっておりま

す。 

○９番（西別府 治君） 結局、増額に金額がなる

方向らしいです。27年度が本市で360万円程度だっ

たんですが、28年度はざっと700万円ぐらいになる

んじゃないかな、そのぐらいなるらしいです。そし

て、今までは国が２分の１、市が２分の１負担だっ

たんですね。市長が一生懸命していただいて、２分

の１も出すとかと言いながらやったんですけれども、

今度は国が７割出してくれます、７割。そして、お

まけに今度は県も15％出してくれます。ということ

は市は15％で、２分の１から15％で済むというよう

になっていくらしいですね。 

 これ、国は藻場造成をすることで、地方創生で、

魚がいっぱいとれて、そこで人が住んでいただく環

境をつくりますよということで力を入れています。

片や、高齢化、人口減少で生産者が減っていって、

このギャップがものすごい広がっていくのかなと。

国はもうやらんといかんよと、強い強い力をかけて

おりますので、そこらあたりの一つの内容が大きく

活動方針を変えていかなければならない状況が、藻

場について、あるのではないかなというふうに考え

ております。 

 マーケットもそうですけれども、もとになる海の

環境ですよね、ここらあたりの整備も国はやると言

っていますから、そこまでお金を入れてやりますと

いうことで、水産庁の専門官もそう言っていました。

皆さん、地方創生の中で藻場を拡大してどんどんど

んどん行ったところは、必ず沿岸が残っていきまし
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て、そういったコンパクト化していくまちの中でも

十分対応できていきますよということをおっしゃっ

てましたので、そういった流れをつくっていきたい

と考えております。 

 裏負担も、市長、少なくなってきますので、さま

ざまな藻場の展開をしていく必要があるのではない

かなと思います。 

 そこで、串木野新港次期計画地での藻場造成につ

いて、次に入りたいと思います。 

 国もそういった流れの中で、力をかけております。

今、漁業関係者の皆さんが４カ所で、自分の地先の

前で藻場造成なんかを一生懸命取り組んでいただい

ております。市長、子供さんたちも来て、学習した

りして、いろいろありますよね。その中で今進んで

いるんですけれども、なかなかこの藻場が、これは

国もそうなんですけれども、今の現行のお金では足

りないでしょうと言っているのが現状ですね。ただ

し、生産者が高齢化で減っていって、ギャップがど

んどん開いていくじゃないですか。どこかでどうに

かしないと藻場は復元しませんよねということで、

新港なんですけれども、例えばこういう意味ですね。

湾曲した海岸線で、磯の状態が形成されている、今、

新港をちょっとイメージしていただければいいんで

すけれども、形成されていて、沖側片側に縦網って

いって網を仕切ることで隔離した海域を容易につく

ることができますと。そして、水深が３メートル前

後なんですね、あそこ。で、干満がありまして、干

潮時には干潟になるところであります。これは、漁

業者だけではなくて多くの方々が。昔は全部いそや

ら藻があったですよね。その藻を復元できる多くの

方々が参加できる体制になっていくんじゃないかな

というふうにしていこうといってますから、あのよ

うな場所で多くの方々に参加してもらうことが必要

になってきてるんじゃないかなということをちょっ

とお聞きしたいと思います。 

○市長（田畑誠一君） 沿岸漁業が、言葉は言いた

くありませんが、衰退をしてきているということで

将来非常に憂えられる。漁協の平均年齢も70.6歳で

す。それは農業も深刻ですけれども、所得が上がら

ない、いろいろあります。油の値段が今は下がって

いるけど高かったとか、魚の値段がしないとか、い

ろいろあります。ありますが、その中の大きな一つ

は魚が釣れないということですよね。一定の魚が釣

れない、これが一番の大きな沿岸漁業の皆さんの気

持ちがなえてるという要因だと思います。 

 そこで、やっぱり今のこの藻場の造成というのが

ですね。藻場は稚魚のすみかになる。稚魚を守って

育ててくれる。そしてまた、魚にとって藻類という

のはえさにもなるわけですね。そういった面で、藻

場の造成がいかに大事か。魚がいなくなったのは、

磯焼け現象によるのではなかろうかと、これは全国

を挙げて訴えております。 

 今年も10月末だったと思いますが、全国漁港漁場

大会、700名余りの漁協の代表者、行政関係とあわ

せて全国大会がございました。私も県の会長という

立場で本県から68か69名だったと思いますが、参加

をしました。その中でも体験発表は藻場造成でした。

成功している例の体験発表でした。いかに藻場の造

成が大事であるかということを雄弁に物語っている

と思います。 

 だから、我々は全国大会においても必ず要望の中

に藻場の育成・造成ということを訴えております。

あと、ずっと回りましたけれども、そういったこと

で国もこの事業に関しまして25年度は25％、26、27

年度は50％ですが、市の負担、裏負担ですね。でも

今回は、お述べになったとおり、28年度は10分の７

ということは、市の裏負担が15％でいいと。こうい

うふうに補助制度を変えてもらったということは、

やはり国もそういった面で、いかに藻場の造成・育

成が大事なのかということを真剣に取り組まれての

施策の展開だと思っております。 

 これをしっかり捉えて、漁業者一体となって藻場

の造成・育成ということに力を入れていくべきだと

思っております。全国大会もそれでした、事例発表

も。それほどみんな、この藻場造成については真剣

に考えているわけであります。そのことが、繰り返

しになりますが、今回の国の10分の７助成につなが

っているんだろうというふうに思っております。 

○９番（西別府 治君） 全国漁港漁場大会、10月

24日、市長、決算委員会のちょうど最終日と重なり、
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私行けなかったんですけれども、市長がおっしゃる

ように、やはりそういったことが大きな流れになっ

てきているということですよね。 

 いわゆる環境保全の一環として干潟になりますか

ら、子供たちは当然、一般の方々、地域の方々もウ

ニをとったり、ウニ駆除をしたりというのが入って

きております。漁業者のための藻場じゃないですか

という考え方から、いやいやと。我々の海岸がもと

に戻ることが我々の大きな宝であると、そのことに

よって、魚もとれるようになるし、市長がおっしゃ

るように、隠れ家、餌にもなるし、イセエビもとれ

る、おいしいものも食べられるじゃないですかとい

うことで、環境保全の一環として、地域の方々、子

供たちがウニ駆除やらを。もっと言いますと、時間

がないですけれども、海藻が生えるようにデッキブ

ラシで石をごしごしと削ってくれんと、つき切らん

そうです、海藻がですね。本市は先行的にプレート

とかいっぱいありますから、そういったのを活用し

ながら、短期間において新港みたいな地域で藻場造

成が成功するんじゃないかなと考えております。そ

のためには漁業者だけじゃなくて、多くの方々に集

まっていただきたいと思っております。 

 あと、もしあの場所でするとなれば、漁港区域は

外れてますけれども、港湾区域なんですね、県の。

県とのまた調整とかいろいろ出てくると思いますけ

れども、もしそこらあたりがうまくいくようであれ

ば、何かシンポジウムみたいなのを一回やりまして、

市長が全国大会で見られてきたようなもののミニ版

を本市で、市長が会長ですから、ぜひやっていただ

いて、多くの方々に参加するがと、危なくないよと

いう、そういった、何というんですかね、環境保全

の中において地域ができ上がっていくことにつなが

るんじゃないかなというのをできればしていただけ

たらなと思っております。 

 東京でも、専門官の皆さんもそうだったですけれ

ども、今の状態、金額ではできないよとはっきりと

申し上げました。そのかわりに、私たちも増額であ

れば頑張ると。そして、田舎に行けば田舎に行くほ

ど藻もたくさん生えているけれども、人口減少が激

しい地域も田舎じゃないですかと。本市はまちの中

ですぐ県都にも行ける、そんな非常に交通アクセス

もいいところなんだと、そういったところの藻場が

しっかりと育つことで、住んでいただいて、おいし

いものを食べられるよと、串木野は長年にわたって

情報発信をしてきたわけです。 

 ですから、今後もそういうことをやっていきたい

ということを訴えまして、それでそれならば気張っ

てみやれば、あたいなんども考えてみるがというこ

とやらもありますので、どうかそういったシンポジ

ウム等含めながら、何かできそうな気がするんです

けれども、いかがでしょうか。 

○市長（田畑誠一君） 昔の人は、山で魚をとると

言っておられました。私は全く意味がわからなかっ

た。どうして山で魚をとるのか、山が魚をとってく

るというのは、わかりませんでした。 

 地元の例で申し上げますけれども、あの羽島崎神

社の沖には定置網をずっとやっておられました。私

もよく行っておりました。それは、バショウカジキ

やら入ったり大変なもんでした。何十年かですね。

私も行っておりましたが。あの羽島崎神社に、地元

のことで恐縮ですが、羽島崎神社の山ですね、松や

雑木ですけれども、あったあの木の影と、太陽の光

というんでしょうか、よくわかりません。その合成

された光、それが海に微妙に映るんだそうです。そ

こに魚が寄ってくるんだそうです。 

 だから、要は山でとってると言われました。そう

いう意識を漁業者の方は持っておられます。今はど

うかわかりませんけれども、荒川の頂上牧場の造林

のときには、羽島漁協の役員の方々は参加されます。

しておられました。今はどうかわかりませんが、山

の恵みで我々は救われているんだと、山から、また

プランクトンによって魚は育つんだということで。

何で造林に漁協の組合長や役員が来やったるかいと。

私は不思議に、奇異に感じたんですが、聞いたらそ

うで、立派ですね。非常に浅はかであったと、私な

んかは浅はかだったと思うんですけれども。 

 そういったことで、やっぱり一体となって、何事

もそうですけれども、一体となってやっぱりいろは

歌じゃないですけれどもね、戦する身の何とかちゅ

う歌がありますよ。やっぱり心を一つにしなければ、
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物事は成らんし、勝てないですよ、やっぱり。だか

ら、そういった一つの提言として受けとめさせてい

ただきたいと思います。 

○９番（西別府 治君） ６月の４漁協との意見交

流会で、今の話が本浦の串木野市漁協から出ました。

魚付林をつくらんないかんがよということでありま

して、我々もそういったことについては一緒にやり

ましょうということなんかも含めております。 

 ですから、市長がいつも教育の部分で、藻場も大

切ですけれども、魚も大切だといろんなことをいつ

もおっしゃてるじゃないですか、子供たちの前で。

磯に行って、ワカメをとって洗って食べて、おいし

いという環境を、市長、ぜひぜひつくって、本市が、

水産というか、本当においしい魚のまちがずっと続

いて、あそこに行ったらそういうこともできるよと

いう、そんなまちづくりを地方創生でやっていけた

らと思っております。一体となって、また一緒に支

援をしながら進めていきたいと思っておりますので、

市長、また頑張っていこうと思います。 

 これで全ての質問を終わります。 

○議長（中里純人君） 以上で本日の日程は終了し

ました。 

────────────── 

   △散  会 

○議長（中里純人君） 本日は、これで散会します。

お疲れさまでした。 

         散会 午後４時37分 

 


